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公共支出統制政策とイギリス地方財政
一オイル・ショック後のイギリス地方財政政策の転換一
金子 勝
1゜はじめに
1970年代後半は，オイル・ショックとサッチャリズムの登場にはさまれ
た時期であり，イギリス財政政策とりわけ地方財政政策にとって大きな転
換期であった。この時期に，イギリス財政政策は膨張政策から引締め政策
に急激に転じた。表１からもわかるように，イギリスはオイル・ショック
後の1974年から1979年までの５年間に，政府支出の対ＧＤＰ比を約２％下
げている。この時期のイギリスのＧＤＰ成長率は，1976年と1978年に立直
表１政府総支出の対ＧＤＰ比（主要先進７か国）
(単位：％）
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表２実質ＧＤＰ年成長率（主要先進７か国）
(単位：％）
吾繁壼|日本|ドイルランス|ｲｷﾞﾘｽ|ｲﾀﾘｱ|カナダ
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[出所］１６Ｍ，ｐ、４４より作成
りの気配をふせるものの，他国に比べて停滞気味であったこと（表２）を
考慮するならば，かなりの公共支出抑制が行なわれたと考えてよいであろ
う(1)。さらにここで注目すべきことは，アメリカ民主党に関しては一定の
留保が必要なものの，1970年代後半において，イギリスをはじめドイツ，
アメリカなどで社会民主主義的政党が公共支出削減政策を実行したという
点である。従来，これらの政党はケインズ政策を支持し，福祉的政策の拡
充と公共支出の増加に対して寛大であったと考えられてきたからである。
しかも皮肉なことに，1980年代初頭の不況があったとはいえ，これらの諸
国において，ニュー・ライト路線にたつ政党が政権につくと，逆に政府支
出の対ＧＤＰ比が１段階跳ね上がる格好となっている。まさに事態の展開
はパラドキシカルであり，そこにニュー・ライト登場の意味が隠されてい
る。
本稿の課題は，この社会民主主義政党（すなわちイギリス労働党政府）
によって実行された公共支出削減政策と，それが地方財政政策に与えたイ
ンパクトを分析することである。しかし，すでに別稿(2)において，労働党
政府の政策が新経済戦略から疑似マネタリズムヘと正反対の方向に転換を
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余儀なくされたために，労働党はサッチャリズムに対抗するオルターナテ
イヴを失っていったことを明らかにした。したがって本稿では，それを踏
まえて，①この時期の財政政策・地方財政政策の転換過程を政府文書に即
して実証的に検討するとともに，②政策転換の困難と挫折が生じた原因を
制度に内在して分析し，③最後にその挫折によって地方財政制度の歪糸が
拡大し，福祉国家のベースとなってきた「平等化」の諸基準を充足しえな
い事態が生じていったことを明らかにする。そのために，本稿では，第１
に，中央政府の公共支出統制政策の仕組ZKを分析し，それが地方政府支出
の統制に帰結せねばならなかった背景を明確にし,第２に,地方財政の公共
部門借入れ需要額(PublicSectorBorrowingRequirements:以下ＰＳＢＲ
と略す）の大幅な削減が，地方資本支出の大半を占める住宅支出にいかな
る影響を与え，住宅政策にどのような転換をもたらしていったかを明らか
にする。そして第３に，地方経常支出の統制手段となったために，レイト
支援補助金（RateSupportGrant：以下ＲＳＧと略す）が直面せざるを
えなかった制度的矛盾を分析し，同時に政府の補助金改革案の挫折によっ
て拡大したＲＳＧの制度上の歪承が，福祉国家の基盤の動揺とどのように
結びついていたかを明らかにする。
しかし本論に入る前に，制度の内在的矛盾と福祉国家の歴史的展開との
連関を重視する筆者の意図を明確にしておかねばならない。問題となるの
は，「中央集権」対「地方分権」という二分法的対概念である。従来の地方
財政研究では，中央集権か地方分権かという二分法を基準にして地方財政
政策を評価したり，その歴史的社会的文脈を無視して，それがあたかも普
遍的価値をもつ規範的価値基準であるかのようにアプリオリに前提され，
理論分析に持込まれてしまうことが多かったからである。
例えば，従来の研究では，その国の財政構造が中央集権的か地方分権的
かを判断する基準として，①地方政府支出の伸び（対ＧＤＰ比，政府部門
内の相対的地位）②政府間での事務配分関係のあり方とサービス供給にお
ける中央政府の権限(逆に言うと地方政府の裁量権)の範囲，③地方財政中
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に占める地方自主財源の割合，④補助金の比重と補助金制度のあり方（特
定補助金・包括補助金など)，⑤地方債の発行に関する裁量権の程度，な
どがあげられてきた。しかし，こうしたスタティックな二分法的基準を
無前提的に政策分析に持ち込むならば，極端な場合,地方分権論者（Loca‐
list）の立場に立てば，①～⑤の基準の中で中央集権的と思われる事実が
断片的につなぎ合わされて，常に行財政の中央集権的性格が強調ざれ批判
されるという傾向を生む。また逆に中央集権論者（Centralist）の立場に
立てば，逆に経済政策上の効率性・合理性の糸が強調されるという結果を
生む。
戦後に限定して地方財政をふりかえって見ただけでも，この二分法によ
る直戴な評価があまり意味を持たないことがわかる。例えば，第２次大戦
後ピーコック・ワイズマンのいう「集中過程」が生じた後に，1950年代末
以降の「地方の復位」と呼ばれる地方財政の膨張傾向が起きるが，この二
分法的基準だけでは，この時期の政策評価を行なうことはできない。それ
表３中央政府・地方政府の支出割合
（単位：100万ポンド・カッコ内％）
政府支出総額 中央政府支出 地方経常支出
6,053（75.8） 
9,019（73.7） 
15,549（73.6） 
25,005（72.9） 
34,041（72.4） 
38,598（72.4） 
42,395（72.7） 
49,776（73.8） 
57,924（73.8） 
82,252（76.5） 
96,032（77.3） 
106,043（77.9） 
115,025（77.3） 
124,378（77.7） 
1,933（24.2） 
3,225（26.3） 
5,582（26.4） 
9,284（27.1） 
12,982（27.6） 
14,731（27.6） 
15,901（27.3） 
17,700（26.2） 
20,573（26.2） 
25,316（23.5） 
28,154（22.7） 
30,161（22.1） 
33,741（22.7） 
35,799（22.3） 
７，９８６ 
１２，２４４ 
２１，１３１ 
３４，２８９ 
47,023 
５３，３２９ 
５８，２９６ 
６７，４７６ 
78,497 
107,568 
124,186 
136,204 
148,766 
160,177 
1961 
1966 
1971 
1974 
1975 
1976 
1977 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
[出所］ＣＳＯ，岡"α"ciaJS/α〃s〃Cs，Ｎｏ．４４，１０４，１６４，２２４，２７９より作成
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は，ある側面から見ると地方分権的であり，別の側面から見ると中央集権
的でもあるからである。まず第１に，前述の①の観点からみると，地方支
出の絶対的増加だけでなく，経常支出レベルでゑてい975年まで地方財政
は政府部門内で相対的比重を高めていった（表３参照)。資本支出を含め
ると，その傾向は一層顕著となろう。第２に，④から見ると,1958年に導入
されたレイト赤字補填補助金と一般補助金（theRateDeficiencyGrant
andGeneralGrant）も1966年のＲＳＧへの補助金改組も，基本的には政
府のヒモ付き特定補助金から包括補助金への転換を示しており，その意味
では「地方分権的」な改革であると言えよう。しかも地方税率の自主決定
権は依然として地方当局に保障されていた。しかし，それは図１からもわ
かるように，③という点から見ると，1960年代末以降，地方財政の補助金
依存率は高まったため自主財源比率は急速に減少しており，「中央集権的」
側面を持つ。さらに②の観点からぷても，全国的なミニマム保障のために
％別
4５ 
金4０ 
3５ 
入
3０ 
ト2５ 
2０ 
￣T－－￣ 
19581960１９６５１９７０１９７５１９８０ 
[出所］Travers，Ｔ・［1986］Ｐ２１１より作成
図１地方政府の収入内訳（イングランド）
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中央政府の法律的行政的規制も強まった。
他方，サッチャー政権の地方財政改革についても，同様のことが言える。
それは，①地方当局のレイト税率の自主決定権を奪い，②補助金配分に際
して個別地方当局レベルまで下りて支出目標が設定されるようにたり，
③マネタリズムにしたがって起債認可は一層厳しく運用されるにいたった
というかぎりにおいて，著しく「中央集権的」である。しかしサッチャー
の地方財政改革が，ある意味で地方分権論の立場にたつレイフィールド委
員会報告に基づいて組糸立てられようとしていることも事実である。少な
くとも意図としては，①最早，地域間の財政力均等化の客観的ベースとは
なりえなくなったレイトを廃止して，コミュニティ・チャージを導入し
（これは所得再配分という別の平等基準を著しく侵すことも確かである
が)，②労働党政府が導入できなかった統合補助金を実現して地方財政責
任制(LocalAccountability）の促進を図ろうとしたのである。1980年に
導入されたブロック補助金は，地方支出統制の手段となったが，その後地
方財政の補助金依存度が減少したことも確かである。したがって性急な論
理をもって，サッチャーの地方財政政策がそれ以前の労働党政府の政策よ
り劣っていると結論することはできない。
このように地方財政政策の分析に，単純な二分法的基準をアプリオリに
持ち込むことは，地方財政政策の全体的性格と歴史的パースペクティヴを
見失わせる危険性を持っている。前述の例にしたがって言うならば，むし
ろ明らかにすべき点は，1950年代末以降の福祉国家の構造の中で地方財政
がいかなる制度的な機能を持っていたのかという点であり，「地方の復位」
という現象は，あくまでそれとの関連で説明されねばならない。またサッ
チャー政権下の地方財政政策が著しく中央集権的側面を持つことは疑いな
いが，もしそうだとすれば，それが，どのような制度的な背景から発生し，
どのような歴史的性格を持つ政策なのかが明らかにされねばならない。ま
さにこの点こそが，筆者が制度的視角と歴史主義的視角を強調する理由に
他ならない。さてこのような視角を前提にして，まず1970年代後半に入っ
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て実施された公共支出統制政策の内容と地方支出削減との関連性から検討
を始めよう。
（１）もちろん政府支出の対ＧＤＰ比は，公共支出の構成とくに移転支出の比重
によってかわるので，正確な意味で各国の政府規模を表わしているとは言え
ない。移転支出は分母となるＧＤＰからは除かれるが，分子となる政府支出
には含まれるため，移転支出の比重が高いほど対ＧＤＰ比も高くなるからで
ある｡
（２）拙稿［1989]。
ＩＬキャッシュ゜リミットの導入と公共支出計画の変質
１．１ＭＦ危機と公共支出統制政策への転換
公共支出統制政策は，ポンド危機の進行に伴う対外借入れを契機にして
開始され，度重なる対外借入れとともに強化されていった。最初は，１９７５
年11月に，ＩＭＦに対する10億ｓＤＲＳ（５億7,500万ポンド）と引続く７億
SＤＳｓ（４億ポンド）の引出しの申請を明らかにしたヒーリー蔵相の声明
である。この時，ＩＭＦ側は，イギリスの借入れに対する監視措置として
貨幣供給量の上限（monetaryceiling）を設定し，これに対応して，ウィ
ルソンは，1976年２月提出の公共支出白書において，２年間で30億ポンド
にのぼる支出削減プランを明らかにした。そして予算計画にキャッシュ・
リミット（現金支出額制限）が導入された。この時に，本格的な公共支出
統制政策へのシフトが始まった(1)。
２回目は，７６年６月初め，イングランド銀行が，ＩＭＦからの借入れを
回避するために，アメリカから取り付けた53億ドルの緊急融資である。こ
の時，アメリカ政府から課された条件は，６カ月以内の返済とその間の財
政赤字の縮減という厳しいものであった。そのため６月６日の閣議で，ヒ
ーリー蔵相は1977～78年に約10億ポンドの公共支出削減を行なうことを提
案し，ようやく７月13日の閣議で了承された（表４参照)。しかし，その間
も政府内外で激しい対立が続いた。結局，ヒーリーは，７月22日に下院に
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表41976年中の公共支出白書（Cmnd．
支出プログラム '75/'７６１，７６/'７７１，７７/'７８１，７８/'7９ 
Ａ1976年４月予算
４．雇用計画
１２．社会保障給付
＋４３ 
＋１１４ 
＋１０ 
＋１１７ 
十６４
＋５２ 
１＋1161＋1571＋127 
Ｂ、1976年７月22日の蔵相声明
１．国防
２．対外援助・対外サービス
３．農林漁業・食糧
４．通商・産業・雇用
６．道路・交通
７．住宅
８．その他環境サービス
１０．教育・図書館・科学・芸術
１１．衛生・対人的社会サービス
１２．社会保障
１４．共用サービス
１５．北アイルランド
０
５
５
１
７
６
１
０
０
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７
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０
０
１
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－２２ 
－１３ 
－６９ 
＋３ 
６ 
１ 
1７１－７９３１－９２ 
01976年12月15日の蔵相声明
１．国防
２．対外援助・対外サービス
３．農林漁業・食糧
４．通商・産業・雇用
支出削減
投資・雇用への追加的支出
ＢＰ株式の売却
６．道路・交通
７．住宅
８．その他環境サービス
９．司法・警察
１０．教育・図書館・科学・芸術
１１．衛生・対人的社会サービス
１３．その他公共サービス
１４．共用サービス
１５．北アイルランド
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[備考］（１）国営企業に対する資本補助金を除外する。
公共支出統制政策とイギリス地方財政297
6393）プログラム別支出変更額
（単位：100万ポンド・1976年調査価格）
支出プログラム '75/'７６１，７６/'７７１，７７/'７８１，７８/'7９ 
、その他（政策的措置）
3.15．農産物価格改訂
様女な雇用措置（２月12日）
4.15．雇用措置（５月５日）
4.15．若者雇用計画（８月３日）
４．雇用措置（９月24日）
41975年雇用保護法
41973年石炭業法の拡大
4.15．貧困エネルギー消費者への援助
７．８．ウエールズ住宅（３月30日）
10.15．学校給食変更
12.15．児童手当（５月25日）
12.15．児童手当（10月26日）
１４．公務員退職年金支払
その他
十１２
＋５６ 
＋１０ 
＋１９ 
＋７２ 
＋２５ 
＋１６ 
＋１８ 
十２
＋２２ 十１２７
＋５ 
＋６ 
＋２４ 
＋３０ 
＋１０ 十１３
＋９ 
＋３３ 
＋３３ 
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Ｅ，その他（見積り変更等）
１．国防
２．対外援助・対外サービス
対外援助
ＥＣ等への純分担金
その他
３．農林漁業，食糧
ＥＣ共同農業政策下の市場規制
その他
４．通商・産業・雇用(1)
６．道路・交通
孤住宅
８．その他環境サービス
９．司法・警察
１０．教育・図書館・科学・芸術
１１．衛生・対人的社会サービス
１２．社会保障
１３．その他公共サービス
１４．共用サービス
１５．北アイルランド
その他(Cmnd6393のプログラ
ムにない公務員人件費の削減）
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おいて，国民保険料の雇用者負担を２％増ｶﾛさせることで10億ポンドの赤
字を賄うことを言明した(2)。
３回目は，９月29日のキャラハンによるＩＭＦ借入れ申請である。１１月
１日にＩＭＦチームがロンドンに到着し，１２月１日，ＩＭＦ側からの条件
提示に従って，キャラハン政府は，閣議に，①２年間で２５億ポンドの
PSBR削減（1977年度10億ポンド，1978年度15億ポンド)，②ブリティシ
ュ・ペトロリアムの株式５億ポンドの売却，計30億ポンドのＰＳＢＲ削減を
提案，翌２日に了承をえて，１５日にＩＭＦへの回答書を下院に提出した
(表４参照)(3)。このＩＭＦ条件の受入れは，次の３点で予算政策における
マネタリズムヘの転換を意味する。政府は，第１に，インフレ抑制手段と
してマネー・サプライ（皇Ｍ３）を政策目標として採用し(4)，第２に，そ
れを財政赤字すなわちＰＳＢＲの削減と直接結びつけ，第３に，財政赤字
削減のために国営企業の株式売却を実施したからある。結局，ポンド危機
と対外借入れは，労働党政府に，サッチャー自身の登場に先立って疑似マ
ネタリズム(5)の政策をとることを余儀なくさせたのである。
２．キャッシュ・リミットの方法とその意味
しかし公共支出統制政策は，前述のような直接的支出削減にとどまらな
い。公共支出計画と予算の運営により大きなインパクトを与えたのは，公
共支出の削減を達成するために導入されたキャッシュ・リミットである。
キャッシュ・リミットの導入は，公共支出計画の中期的な計画機能を著し
く後退させ，短期的な支出統制機能を強化させたからである(の。
従来の公共支出白書は，何よりも計画機能を重視して策定されてきた。
白書では，価格一定の仮定の下に４年間の数量（volume）目標が明示さ
れ，翌年になると，その年の調査価格で次の４年間の目標を表示し直す方
法をとっていた。４年間をすべて時価をベースにして計画目標を設定しよ
うとすると，各年の物価上昇率をどのように見積もるかによって数量目標
は大きく変わってしまい，数量目標の実質的増減が不明確となるからであ
公共支出統制政策とイギリス地方財政２９９
る。実際にも，新政権が誕生し数量目標が設定されると，仮定された経済
成長率や賃上げ率が現実とズレても，その目標は固守される傾向を持って
いた。事実，大蔵省が過大な経済成長率を見積もったために，しばしば計
画の未達成が生じ補正予算が組まれることがあったのである。
しかしこの方式の大きな問題点は，急激なインフレに対処できないと
いう点であった。第１に，公共支出計画は，固定価格（constantprice）
で策定されるため，インフレがマイルドな時期でさえ新たな給与裁定と物
価上昇分をファイナンスするために絶えず補正予算を必要としたが，急激
なインフレにもかかわらず数量目標を達成しようとすれば，公共支出計画
は大幅な修正を余儀なくされ，計画機能は著しく損われることになる。第
２に，オイル・ショック前後に地価と建設コストの急騰が生じた場合のよ
うに，急激なインフレ期には，財・サービス毎の価格上昇率が相対的に大
きく異なるために，公共支出計画の支出目標額は，現金支出額の指標とし
ての役割を果せなくなる（Treasury［1976ａ］ｐ、１)。まさに，こうした
事態に対応するために導入されたのがキャッシュ・リミットという手法だ
ったのである。
ではキャッシュ・リミットはどのような形式で実施されたのであろう
か。まず第１に，大蔵省は，調査年度と翌年度の物価上昇率と賃上げ率を
推計し，それに基づいて政府支出計画に現れた各省の数量目標をキャッシ
ュ・リミット（現金支出制限額）に置き換える形をとる。このキャッシュ･
リミットは，当初予算と補正予算の両方を含む計画シーリング額と考えら
れている。したがって，このキャッシュ・リミットは政府の提示する最大
支出限度額を示しており，その後に予測以上の物価上昇率や賃上げが生じ
ても，この現金支出制限額は厳守されねばならない（Treasury［1976ａ］
p、２)。
第２に，中央政府の経常支出については表５(a)，地方の資本支出に関し
ては表５(b)の示すような形式で，支出ブロックが設定され，それがキャッ
シュ・コントロールの単位となる。この支出ブロックは，「給与と一般行
表５(a）キャッシュ・リミットによる支出制限額（中央政府支出ブロック）
（単位：100万ポンド，ただし各台前年度の調査価格）
いつつ
責任省庁・部局 1976/7711977/７８１増減額支出プロヅク
①給与および一般行政費＊
②農業・食糧サービス，漁業助成
①給与および一般行政費＊
②食糧補助金（－部)(1)
①金融運営
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
②国内広報（HomePublicity）
①給与および一般行政費＊
①行政事務の中央管理
②コンピュータ＆テレコミュニケーション
③公務員食事等（catering）
①給与および一般行政費＊
①給与・一般行政費*および資本支出
①国防予算
①給与および一般行政費＊
②学校・成人教育（furthereducation）・教
師養成・青年向けサービス・教育調査への経
常および（一部）資本支出
③大学への経常および（－部）資本支出
④図書館・博物館・美術館
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6．CharityCommission 
7・CivilServiceDepartment(2)
CrownEstateOHice 
HMCustomandExcise 
MinistryofDefence 
DepartmentofEducationand 
Science(3) 
８． 
９． 
１０． 
１１． 
687.1 
９９．４ 
-13.2 
１０．５ 
700.3 
８８．９ 
⑤科学予算（ResearchCouncil）
①給与および一般行政費＊
②ManpowerServiceCommission 
③その他雇用サービス
①給与および一般行政費＊
②核エネルギー
③調査，開発および産業支援
①給与および一般行政費＊
②高速道路・幹線道路・新規バス補助金
③鉄道・水路への補助金
④中央政府およびその他サービス
⑤PropertyServiceAgency（給与および一
般行政費)＊
⑥オフィス・一般施設サービス
⑦賃借料（連合王国内）
⑧在外代表：宿泊施設サービス
⑨レイト支援補助金（RSG）および補充補助
金（England＆Wales）
①給与および一般行政費＊
②高速道路・幹線道路・新規パス補助金
③一定の鉄道への補助金，交通調査
④交通補充補助金(5)
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
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14．DepartmentofEnvironment(4) 
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42.2 
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31.2 
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359.4 13.5 
30.0 
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－１．２ 
－１０．４ 
15．DepartmentofTransport(4) 93.1 
467.7 
96.7 
281.4 
４．６ 
１０．５ 
93.1 
-60.3 
３６．６ 
281.4 
０．４ 
－２．２ 
ExchequerandAuditDepartment 
ExportCreditsGuarantee 
Department 
1６． 
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4.2 
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1976/7711977/７８１増減額責任省庁・部局 支出プロツク 四○四
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
②外交官，海外情報，対外関係
③BritishCouncil 
④海外情報：放送
①給与および一般行政費＊
②林業
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
②衛生および対人的社会サービス
①給与および一般行政費＊
②海外情報：放送
③法・秩序・保護サービス
①給与および一般行政費＊
②地域・産業政策，調査，開発
③造船業への助成
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
②法律援助基金（legalaidfund）の行政と
裁判官給与
①給与および一般行政費＊
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FriendlySocieties，Registry 
GovernmentActuary，sDepartment 
DepartmentofHeatlhandSocial 
Security 
HomeOfHce 
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23. 
24. 
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25．Departmentoflndustry 
361.7 
２３．０ 
１７．０ 
18.0 
BoardoflnlandRevenue 
LandRegistry 
LordChancellor,sDepartment 
26. 
27. 
28. 
０ 0.3 0.3 29．NationalDebtOfIice 
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費*，資本支出
①給与および一般行政費＊
②援助プログラム（ネット額）
①給与および一般行政費＊
DepartmentofNationalSavings 
OrdnanceSurvey 
MinistryofOverseasDevelopment 
４１．２ 
２３．４ 
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33．ParliamentaryCommissionerand 
HealthServiceCommissioner 
34・OBiceofPopulationCensusesand
Survey 
35・DepartmentofPriceandConsumer
Protection 
①給与および一般行政費＊ 12.6 11.1 1.5 序
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①給与および一般行政費＊
②食糧補助金（－部)(1)
③消費者保護
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
②文具および印刷
①給与および一般行政費＊
②海運サービス
③民間航空
④観光，国内通商・産業の規制，消費者保護
⑤輸出促進
①給与および一般行政費＊
②経済・財政運営
③シークレット・サービス
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０
０
１
７
０
０
５
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
『
●
●
●
●
●
●
３
０
２
０
１
２
０
７
６
２
２
５
５
８
５
６
０
 
０
１
 
５
４
４
 
６
１
１
１
１
３
 
４
 
４
４
４
３
８
１
２
０
２
４
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
３
３
３
０
１
２
０
０
６
５
 
４
１
 
７
４
４
 
２
７
７
０
２
１
０
４
７
１
 
●
●
●
 
●
●
 
●
●
●
 
０
５
０
０
０
２
０
３
 
６
 
１
 
｜刊
PrivyCouncilOfIice 
PublicRecordOHice 
PublicTrusteeOfIice 
PublicWorksLoanCommission 
HerMajesty，sStationaryOfIice 
●
●
●
●
●
 
（』皿〉［”〃０（〕（）（叩『〉へ叩凹）
（》（）（エニ）（迂奎）（）（）．｜勾二《
41．DepartmentofTrade 
63.8 6.8 
42．HerMajesty，sTreasury 19.7 4.7 四○四
32.5 2.0 
責任省庁・部局 支出プロツク 1976/7711977/７８１増減額 四つ←
43．TreasurySolicitor ①給与および一般行政費＊ 4．０１４．５１０．５ 
スコットランド
44．ScottishOHice ①給与および一般行政費*(6)
②レイト支援補助金（Scotland)(7)
①農業サービス，漁業助成
55.9 
877.7 
２８．３ 
60.9 
951.8 
３１．８ 
5.0 
74.1 
３．５ 45．DepartmentofAgricultureand 
FisheriesforScotland 
46・ScottishCourtsAdministration
47、ScottishDevelopmentDepartment
①給与および一般行政費＊
①高速道路・幹線道路，海運・航空サービス
への補助金，ピーターヘッド港など(8)
②その他の環境サービス
①地域および産業開発
4.3 
72.9 
－０．２ 
８．９ 
4.1 
81.8 
2.2 
60.3 
－０．２ 
４．５ 
2.0 
64.8 48．ScottishEconomicPlanning 
Departｍｅｎｔ 
49．ScottishEducationDepartment ①教師養成・成人教育用の建物(9)
②学校・教師養成・教育調査←成人教育
（furthereducation)・青年向けサービス・ス
ポーツ・社会事業・図書館・美術館・博物館
への経常および（一部）資本支出
①衛生
②法・秩序・保護サービス
①給与および一般行政費＊
7.3 
50.5 
－７．３ 
６．４ 56.9 
50.ｓcottishHomeandHealth 
Department 
51．DepartmentoftheRegistersof 
Scotland 
52Queen,sandLordTreasurer，s 
Remembrancer 
555.4 
１０．８ 
１．８ 
630.3 
12.0 
１．８ 
74.9 
１．２ 
０ 
①給与および一般行政費＊ 3.2 3.7 0.5 
①給与および一般行政費＊
①給与および一般行政費＊
53．RegistrarGeneral，sOHice，Scotland 
54・ScottishRecrodOHice
1.6 
0.5 
1.8 
0.5 
0.2 
０ 
ウニ_ルズ
55．WelshOHice('o） ①給与および一般行政費＊
②高速道路・幹線道路・その他道路支出
③その他の環境サービス
④図書館・美術館・博物館
⑤衛生および対人的社会サービス
⑥地域および産業開発
５
９
５
７
４
０
 
●
●
●
●
●
●
 
９
６
４
３
０
０
 
６
 
４
２
 
２
 
０
３
５
７
７
７
 
●
●
●
●
●
●
 
１
１
３
３
８
８
 
１
７
 
６
２
 
２
 
５
４
０
０
３
７
 
●
●
●
 
●
●
 
１
４
１
 
８
８
 
２
 
吟
汁
粉
圧
欝
壁
降
寵
庁
へ
拙
】
汎
苦
計
迂
唇
北アイルランド
56．NorthernlrelandOfIice ①給与および一般行政費＊
②法・秩序・保護サービス，北アイルランド
警察への補助金および施設
①キャッシュ・リミットが課される大ブリテ
ンのサービスと類似のサービス
34.4 
89.7 
39.5 
101.4 
5.1 
11.7 
57．NorthernlrelandDepartments 708.31９５１．３１243.0 
[出所］Ｃａｓ〃Ｌｉ〃/ｓｏ〃Ｐ幼/ｉｃＥ”e”伽γe，Ｃｍｎｄ、6440,1976,ＴａｂｌｅｌおよびＣａs〃Ｌ伽"sZ977~78,Ｃｍｎｄ、
6767,1977,Ｔａｂｌｅｌより作成
[備考］（１）1976/77年度の食糧補助金は，２と35の支出部局に分かれている。
（２）CivilServiceDepartmentは，＊印のついた各省・部局の「給与および一般行政費」を認可する責任をもつ。
（３）教育科学省・地方当局・その他公共団体の援助の下に開始された教育用建設プロジェクトの価額は，同時に表５(b）
のブロック１－①の単一のキャッシュ・リミットに従わねばならない。
（４）ブリティッシュ・レイルの旅客・貨物に対する政府補助金は含まれない。旅客補助金と貨物補助金は，各を３億
3,500万ポンド・6,000万ポンド（1976暦年)，３億7,500万ポンド・2,500万ポンド（1977暦年）のキャッシュ・リミ
ットに従う。
（５）前年末の補助金増分通達（IncreaseOrder）に対するキャッシュ・リミットである４億8,000万ポンド（1976/7７
いつ、
年度）と５億ポンド（1977/78年度）が，各々含まれている。
(6)ブロック4５，４７，４８，４９（－部)，５０（国立病院を除外）の当局の「給与および一般行政」費を含む。
(7)前年末の補助金増分通達（IncreaseOrder）に対するキャッシュ・リミットである5,500万ポンド（1976/77年度）
と6,900万ポンド（1977/78年度）が，各々含まれている。
(8)ブロック4８（スコットランド経済計画局）が責任を持つ経費項目がいくつか含まれている。
(9)1976/77年度に開始された教育用建設プロジェクトの価額であって，実際の支出額ではない。
qOWelshOHiceおよびウェールズ地方当局の援助の下に開始された教育用建設プロジェクトの価額は，同時に表５
（b)のブロック11-③の単一のキャッシュ・リミットに従わねばならない。
いつの
表５(b）キャッシュ・リミットによる支出制限額（地方政府他による資本支出ブロック）
（単位：100万ポンド，ただし各々前年度の調査価格）
1976/7711977/７８１増減額支出プロヅク(1)責任省庁・部局
イングランド
１．DepartmentofEducationand 
Science 
①教育科学省・地方当局・その他公共団体
の援助の下に開始された学校（England)，
教師養成・成人および高等教育(England＆
Wales)，大学（GreatBritain）のための建
設プロジェクト＊
①雇用サービス*＊
①地方的に決定された部門内の資本支出に対
する借入金割当**＊
②道路その他交通のための資本支出に対
する主要部門の借入金認可（England＆
Wales)**＊ 
③新規住宅建設・住宅改良,既存住宅の買収，
-79.0 226.9 147.9 
3.9 
233.3 
－６．８ 
－１５１．９ 
2．DepartmentofEmployment 
3・DepartmentofEnvironment
10.7 
385.2 
97.4 
1,124.5 1,026.8 2,151.3 
447.0 433.01-14.0 
吟
胖
川
庄
欝
逵
園
餌
什
へ
牝
〕
〆
菅
叶
母
同
21.2 20.6 
35.9 
0.6 
444.9 
31.5 29.4 2.1 
64.1 40.3 23.8 
91.9 5.5 
スコットランド
７．ScottishOfIice(2) ①道路およびその他交通*＊
②士地排水，水害対策その他地方サービス，
および一般行政*＊
③その他環境サービス，博物館，美術館，図
78.4 89.0 10.6 
102.8 102.8 
四○『
128.3 99.8 
1976/7711977/７８１増減額責任省庁・部局 支出プロツク ②。、
とLllTiiliUjTlJ
三Ｍ孟臘｜①住菫繍鰯縮繍Ⅲ
117.81312.2 194.4 
38.61６５．６ 27.0 
3.1 
50.91６０．８ 9.9 
－０．４ 7.9 
17.3 
7.5 
11.2 
59.0’111.6 52.6 
人への貸付け,私的部門に対する修繕補助金，
スラム・クリアランスその他住宅投資のため
に地方当局およびニュー・タウンが行なう資
本支出*＊
②住宅公社に認可された住宅組合のプロジェ
クト＊
③WelshOfIiceおよび地方当局の援助の下に
開始された学校建設プロジェクト＊
④WelshOfHceに認可された対人的社会サ
ービスの投資プロジェクト＊
⑤ウェールズの土地当局によるコミュニティ
土地計画に対する粗支出額
⑥theWelshNationalWaterDevelopment 
Authorityによる借入れ**＊
14.8 16.7 1.9 
吟
淋
川
圧
欝
逵
周
惑
庁
へ
ｆ
］
〆
管
叶
母
国
9.8 
2.2 
5.1 
1.6 
4.7 
0.6 
3.9 
38.7 
[出所］Cczs〃Ｌ航i'ｓｏ〃ＰｗＭｃＥ”e"d伽γe，Ｃｍｎｄ、6440,1976,Ｔａｂｌｅ２およびＣａs〃Ｌ〃ｶﾞﾉｓ1977-78,ｃｍ､｡、6767,
1977,Ｔａｂｌｅ２より作成
[備考］（１）キャッシュ・リミットが課せられる対象は，支出ブロック名の末尾につけた記号によって区別される。すなわち，
＊印は投資プロジェクトの価額（当該年度の実際的支出額とは限らない)，＊*印は当該年度の資本支出（Capital
Expenditure）の総額，＊**印は資本支出の一定部分が，キャッシュ・リミットの対象となる。
（２）いくつかのScottishDepartmentにまたがる経費項目が含まれている。
（３）1976年度は投資プロジェクトの価額，1977年度は資本支出が対象となっている。
いつ①
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政費」あるいはスコットランドの部局を除いて，単一の部局が担当する形
式をとっており，仮に予測以上の物価上昇率や賃上げが生じた場合には，
この支出担当部局が，支出ブロック単位の範囲内で効率化と節約の方法を
見出す責任を負うことになる（〃Ｍ，ｐ、２)。
第３に，表５(b)の示すように，地方の資本支出に対するキャッシュ・リ
ミットは，当該年度中の借入金額が対象となる場合や事業全体の価額が対
象となる場合があり，厳密な意味で，当該年度中の資本支出額を対象とし
ておらず，経常支出の場合とは若干異なっている（１６Ｍ.，Ｐ､3)。繰延べや
前倒しの余地が残されていると考えられる。
第４に，国営企業に関しては，予算書（theFinancialStatementand
BudgetReport）の表６が，キャッシュ・リミットの提示額となる（１６Ｍ，
ｐ４)。
このような単一部局に対する支出ブロック毎のキャッシュ・リミット導
入に伴って,支出部局毎に定期報告を義務付ける財政報告制度（Financial
lnformationSystem）の整備・強化が図られた。すでに1975年９月以降，
大蔵省に対する支出状況の報告義務は４半期毎から毎月に改められていた
が，さらにキャッシュ・リミットを上回る可能性について早期に警告を与
えるために，1977/8年度からは，この財政報告制度はより詳細なしのに変
更された。まず第１に，報告義務は，キャッシュ・リミットが適用される
支出ブロックだけでなく，全ての支出項目に拡大された。第２に，報告は，
予算とキャッシュ・リミット・プログラム調査のより周到な比較が行なわ
れるようになり，第３に，給与改定。物価上昇率の変化。公共支出調査価
格に要因を分けて，計画値との比較分析を年５度実施することにした。他
方，国営企業に対しても，1976年のキャッシュ・リミット導入時に，大蔵
省と担当部局に対して融資必要額とそれを充足する措置について報告書を
提出し，その見通しについて担当部局との協議を義務づけた（Treasury
[1977c]，Ｉ，ｐｐ６－７)。このような財政報告制度に基づくコントロールと
モニターの強化によって，公共支出白書における支出統制機能が一層強化
表６国営企業資金調達の実績額見通しと計画額
(単位：100万ポンド）
扉 資本調達額|:入:|鳥1二鑿|雲謹’ |:④1;童;鴎③ その他純借入金海外｜国内 吟淋枡
庄
欝
室
目
離
卜
へ
牡
）
〆
苦
趾
母
唇
|ilii1l1蝿｢ｉｌｉｉｉＦｉｉｉｌ;11'二miilllijij1975/76 1976/77 1977/78 1978/7９ 2,887 2,463 1,626 2,014 実績推計額
|誹溌i汁!'Ｌ:'二鬘|鬘膳iｌ1976/77 1977/78 1978/79 1979/8０ 3,764 4,068 3,594 4,041 2,965 2,204 1,877 1,828 予算額
1976/77 
1977/78 
1978/7９ 
－１０１ 
－４２６ 
３４２ 
－１４ 
－６３４ 
３０４ 
４８８ 
－５６ 
１６７ 
２
９
２
 
３
３
６
 
８７ 
－２０８ 
－３８ 
－５３４ 
－６１７ 
７５ 
－５０２ 
－５７８ 
１３７ 
差
額 －１０ 
－１６９ 
－４４６ 
－５８４ 
－３９ 
９２ 
235 
302 
7９ 
８３ 
FWzα"ｃｊａノＳ/α/e”e"ノα"ｄＢ"dgeノルPCγ／各年度版，Ｔａｂｌｅｌ３より作成。
(1)収入・減価償却および供給の差引勘定，固定資産の売却，その他資本収入（民間セクターも利用しうる地域開発補
助金のような補助金，ただし新規パス補助金は除外）を含む。
(2)ＰＤＣ（PublicDividendCapitaD 
(3)ＮＬＦ（NationalLoansFund）からの純借入金額
[出所］
[備考］
②得得
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されていった。さらに公共支出計画の計画期間についても，1977年白書で
●●● 
は，詳細な支出目標額を提示する期間力:４年間から３年間に短縮され，計
画は，資源配分上の計画化よりも当該年度の支出統制と効率化に重点が移
されていったのである。
３．会計上の操作とコントローラビリティ
1977年の公共支出白書（Treasury［1977c]）は，このようにして，以
前よりもはるかに支出統制機能を強めた計画となった。この白書は，ＩＭＦ
危機に伴う公共支出削減策を実行せねばならない最初の公共支出白書であ
ったからである。1976年中に発表された公共支出削減策を，支出プログラ
ム毎に総括すると表７になる。この表からもわかるように，一方で1975/６
年度の支出実績額が1976年白書の計画額を下回ったものの,1977年白書は，
表71976年中の公共支出白書プログラム別支出変更額（総括表）
（単位：100万ポンド：1976年調査価格）
1975/7611976/7711977/7811978/7９ 
国防
対外援助，対外サービス
農林漁業，食糧
通商，産業，雇用
道路，交通
住宅
その他環境サービス
司法，警察
教育，図書館，科学，芸術
衛生，対人的社会サービス
社会保障
その他公共サービス
共用サービス
北アイルランド
－２００ 
＋１１１ 
－４３０ 
－３８９ 
－１８３ 
－１６０ 
－２４９ 
＋１４ 
－７９ 
－８８ 
＋１１９ 
－５６ 
－３１ 
－６５ 
－２３０ 
＋１５０ 
－２４３ 
－１４８ 
－９３ 
－１１８ 
－２５６ 
＋４ 
－８０ 
－１２２ 
＋4４１ 
－４８ 
－３５ 
－４６ 
２
８
８
５
５
９
８
７
５
４
０
０
５
６
 
４
７
４
４
８
１
１
１
８
４
１
１
２
７
 
１
 
２
 
１
 
｜
’
｜
｜
’
＋
｜
’
＋
一
一
一
一
一
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
『ロⅡ（（叩〃】、く〉４句ユニ（』叩》【・〃。（）（）、】〉ｎ叩〉『■Ⅱ（（、〃】、く〉四句ユニ戸民■）
。■０△勺■Ⅱ一・口■▲『■■△『口０－『ロⅡ（
＋５ 
－１４３ 
＋３６３ 
－４７ 
＋１８７ 
＋３４ 
＋３４ 
＋３６ 
＋１８ 
－３９７ 
－２７ 
＋３４ 
－１７ 
総 計 －３９４１＋８０１－１，６２４１－６４９ 
[出所］TAleGozﾉeγ"”c"/，ＳＥ”e"d伽γｅＰＪα"s，Ｃｍｎｄ、6721-Ⅱ，［1977］ｐ、
１４６より作成。
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1976年白書の計画額に対して，1977/8年度と1978/9年度に，各々16億2,400
万ポンドと６億4,900万ポンドもの支出額カットを計画せねばならなかっ
た。
では1977年白書は，どのようにしてこの絶対額の削減を計画したのであ
ろうか(7)。表７に対応させて，白書が提示した大きな削減項目を列挙して
ふよう。
①まずプログラム３に関する最大の支出削減項目は食糧補助金であ
る。食糧補助金は，1976/7年度の４億900万ポンドから1977/8年度の
3,700万ポンドへと約３億8,200万ポンドもの削減が計画された。そし
て1978/９年度には200万ポンドまで削減することが予定されている
（Treasury［1977c]，Ⅱ，ｐｌｌ)。これは，明らかに「社会契約」から
の後退を意味している。
②プログラム４では，先述のブリティッシュ・ペトロリアムの株式売
却益５億ポンドで1977/8年度の削減額を賄っており，他の支出はほと
んど削減されていない。1978/9年度は職業訓練と労使関係関係費の支
出が削減される（Iｂｉｄ，ｐ、１９)。ここでは，新経済戦略への配慮がな
されていると考えられよう。
③プログラム６では，中央政府が建設・改良する高速道路と幹線道路
について，1976/7年度から1977/8年度にかけて9,700万ポンドの削減
が計画されている。しかし1978/9年度以降は増勢に転じている。これ
に対して，地方当局が建設・改良する道路については，1976/7年度か
ら1977/8年度にかげて１億100万ポンドの削減，さらに1977/8年度か
ら1978/9年度にかけては4,700万ポンドの削減が予定されている。さ
らにバス・地下鉄・フェリーに対する補助金も，毎年約３，０００万ポン
ドの削減が見込まれている（Ibjd.，pp41-42)。
④住宅については，「社会契約」を配慮して，1976/７年度には新規建
設と助成金がキャッシュ・リミットの対象からはずされていたが，
1977/8年度つまりこの白書から削減の対象となった。1976/7年度から
３１４ 
1977/8年度にかけて２億100万ポンドの削減，さらに1978/9年度にか
けて5,600万ポンドの削減が計画された。また地方当局による住宅購
入者向け融資も1976/7年度から1977/8年度にかけて9,800万ポンドの
削減が見込まれている（Ibid.，ｐｐ、48-49)。
⑤その他環境サービスに関しては，1976/7年度から1977/8年度にかけ
て，地方環境サービス支出（経常支出および資本支出）に関して約２
億ポンド，地域水道当局について4,200万ポンドの削減が組み込まれ
ている（Ibjd.，ｐｐ５５)。
ここでは，さしあたり，労働党政府とＴＵＣの間で取り交わされた「社
会契約」に関して①と②で痛承分けの形をとっている点と，③～⑤に関し
ては，主として地方当局の資本支出に削減対象額を振り向けている点を確
認しておこう。
だが1977年白書における公共支出の削減額を文字通りに受取ってはなら
ない。第１に,見かけ上の政府支出規模とＰＳＢＲ額を減らすために，１９７７
年白書には，いくつかの予算会計上の操作が行なわれており，第２に，政
府の裁量権が十分に及ばないために，キャッシュ・リミットの適用されな
い支出が，かなりの範囲に及んでいるからである。まず前者の会計操作か
ら見てふよう。
その第１は，1976年白書では，プログラム５の下に国営企業の資本支出
総額が計上されていたが，1977年白書からは，①政府からの純借入額，②
公社債（PublicDividendCapital)，③資本補助金（主としてブリティ
ッシュ・レイルに対するもの）だけが計上されることになった（Treasury
[1977c]，Ｉ，ｐ５＆Ⅱ，ｐ、３５)。つまりこの白書以降，国営企業の営業
収入・外部からの借入金・賃貸収入でまかなわれる投資額が，公共支出計
画からはずされたのである。確かに，①～③にあたる政府支出必要額は，
1976年12月15日の蔵相声明の削減案にしたがって，1977/8年度には１億
1,000万ポンド，1978/9年度には１億3,000万ポンドの削減が計画されてお
り，ＰＳＢＲの削減に貢献している。だが表６の予算額ベースで見ても，こ
公共支出統制政策とイギリス地方財政
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1975/６１１９７６/７１１９７７/８１１９７８/９ 
1977年白書ベース
国民所得勘定ペース
1976年計画額からの削減額
2,300 
7,300 
-600 
２，３００ 
７，４００ 
－１，１００ 
1，１２８ 
５，４７２ 
－１７３ 
1，８００ 
６，５００ 
－５００ 
[出所］Ｉ６ｊｄ，ｐｐ、102-3より作成。
の会計操作だけで，それをはるかに上回る約20～３０億ポンドもの公共支
出が名目上圧縮されたことになり，公共支出白書に基づいて計算するかぎ
り，公共支出の対ＧＤＰ比はそれだけ押し下げられる結果をもたらすこと
になる(8)。
第２に，1976年白書以前では，国民所得勘定と同じく公共部門の公債利
子総額が計上されていたが，1977年白書からは，事業収入（tradingin‐
come）ないし利子収入によってカヴァーされる利子支払分は公債利子費
から除外されることになった(〃Ｍ，１，ｐ､１１＆Ⅱ,ｐ､102)。このため表８
に見られるように，毎年50億ポンドもの公債利子費が名目上縮減された形
になり，したがって同じ額の政府支出額が削減されたことになる。この２
つの措置をとるだけで，以前の公共支出白書をペースに計算された場合よ
りも，公共支出の対ＧＤＰ比は名目上約５％前後下がった勘定になる(，)。
次に，政府支出のコントローラビリティの問題について見てみよう。ま
ず第１に，様々な理由によって，いくつかの支出項目がキャッシュ・リミ
ットからはずされた。表９は，1976年度にキャッシュ・リミットから除外
された支出項目とその当初支出見込額をまとめたものである。この表から
わかることは，キャッシュ・リミットから除外される支出総額が，公共支
出計画総額の約38％も占めているという事実である。中でも社会保障関係
費は，その55％以上を構成しており，最大の比重を占めている。前述のよ
うに，1976/7年度時点では，まだ住宅建設はキャッシュ・リミットから除
外されていたが，1977/8年度から支出削減の対象になったことを勘案する
表９キャッシュ・リミットから除外される支出（1976～77年）
（単位：100万ポンド，ただし1975年調査価格）
②］① 
公共支出白書（Cmnd
6963）の支出計画額支出プログラム名 支出内容
１．国防 ①年金
②国民勘定（NationalAccounts）の調整
①ＥＥＣへの分担金
①農業助成
①地域開発補助金
②助成産業分野への選択的援助
③地域雇用プレミアム
④コンコルド，ＲＢ２１１他の航空機および航空機エ
ンジン・プロジェクト
⑤国家企業庁（NationalEnterpriseBoard）
⑥個人営業・企業・事業に対する選択的援助
⑦国内造船業貸付けに対する再融資（refinance）
⑧投資補助金
⑨石炭業への補助
⑩固定レート輸出信用の再融資（refinance）
⑪余剰基金支払（Redundancyfundpayments）
①イギリス石油公社
①パス・ガソリン補助金
②港湾
③ブリティッシュ・レイル年金基金への負担金
２重ｉ□5%）
/|､ 
!;い”
2．対外援助およびその他対外サービス
3．農林漁業
4．通商・工業および雇用
5．国営企業の資本支出
6．道路および交通
①助成金（Subsidies）
②選択的不動産抵当融資計画（Optionmortgagescheme） 
③住宅建設および土地に対する純投資
①中央政府管理を除く開発地の共同所有（CommL
nityownership） 
①行政府を除く法律援助（Legalaidexceptadmi‐
nistration） 
①学生賞与（StudentawardsinGt､Britain）
①家庭医（開業医）サービス
①行政府を除く全プログラム
①放送（資本支出)(1)
①公務員退職年金（Civilsuperannuation）
②政府資産に対する地方税（レイト）
①大プリテンに類似する北アイルランド部局のサー
ビス（主に通商・産業および雇用，住宅，衛生およ
び対人的社会サービス，社会保障
②大プリテンに類似する農業助成
③大ブリテンの法・秩序・保護サービスに類似する
NorthlrelandOHiceの支出
7．住宅 HしれⅧ8．その他環境サービス
9．法・秩序および保護サービス 56.8 序
淋
枡
医
欝
逵
寓
鶏
庁
へ
哉
皀
〆
昔
晄
迂
同
教育・図書館・科学・芸術
衛生および対人的社会サービス
社会保障
その他公共サービス
共有サービス（CommonService）
１
 
８
２
０
２
１
１
１
９
０
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
２
０
８
２
２
２
７
１
０
 
１
５
７
２
８
２
５
２
５
 
２
８
５
１
１
６
 
９
 
９
 
●
●
●
●
●
 
（、叩》『□０－（屯夕］（》『⑭》４扣一ヘ
ヨ■０（『■■一ヨロ■（『’０－『□■（
（4.9％） 
（55.5％） 
（1.1％） 
15．北アイルランド
729.0 
（4.2％） 
16．その他 170.0 
除外される支出合計額（Totalexclusion） 17,257.2(2)（100.0％） 
公共支出計画総額（Totalpublicexpenditureprogrammes） 45,835.0 
[出所］
[備考］
ＣｄＭＬ航"ｓｏ〃Ｐ秘ＭＣＥ』『PC"d伽γe，Ｃｍｎｄ、6440,1976,Appendixlより作成。
(1)放送および免許料収入は，公共部門内移転支払であるためキャッシュ・リミットから除外される。
(2)地方当局に対する特定補助金は，公共部門内移転支払であるためキャッシュ・リミットから除外される。
四】『
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と，社会保障費の占める位置は一層重要であると考えられる。
社会保障給付は，法律の規定にしたがって一定の資格要件を満たせば，
政府は自動的に支出をしなければならない。しかも成長率・失業率・物価
昇上率・給付申請率などに関する仮定に狂いが生じると，その支出額は大
きく変動せざるをえない('0)。社会保障関係費は，このような意味で政府に
とって非裁量的支出である。
すなわち①拠出給付を原則とする年金・失業給付については，物価上昇
率に対応して，ある程度の給付引上げが制度的に不可避となっている。
「社会契約」に基づいて推進された1975年社会保障法は，所得比例年金の
導入を決めるとともに，基礎年金は賃金水準による再評価，比例年金は平
均賃金水準による再評価と物価スライド制を導入し，また新職域年金も国
の比例年金と同様に物価スライド制（国の負担）を認めた('1)。このこと
は，急速な人口の高齢化傾向を別にしても，少なくともインフレにあわせ
て年金支出が自動的に伸びてゆくことを意味する。②補足給付などのミー
ンズ・テスト付非拠出給付も，一定の受給資格条件を満たせば政府には自
動的に支給義務が発生する。失業率その他の変化があっても，ただちにキ
ャッシュ・リミットを課すことはできない。しかも年金給付が不十分なた
めに，1970年代には，補足給付の例外的ニーズ支払を含めて幾つかの非拠
出給付を同時に受給する年金生活者の人数は急速に増大していた。③さら
に，家族手当と児童扶養控除を統合するために制定された1975年児童給付
法によって，社会保障支出の増大は不可避であった。同法は，家族手当で
は第２子以上に限定されていた給付を第１子にも広げつつ，その給付水準
を３年間かけて徐々に引き上げる一方で，児童扶養控除を徐々に引下げて
４年後には廃止するという内容であった('2)。これは，それまで表面上政
府支出として現れなかった租税支出（taxexpenditure）を，給付という
表の政府支出に転換してゆくものであったから，それだけ支出増加を招く
ことは必然であった。
以上見たように，社会保障関係費の非裁量的な増加が公共支出統制政策
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を無効にしてゆく可能性を持っていたのである。しかし，このように支出
統制の強化といっても政府がすべての支出をコントロールできるわけでは
ないから，当該年度の支出抑制目標を達成しようとすればするほど，直接
統制が及ばない領域でのフリクションを高めてゆかざるをえない。１９７７
年白書は，こうした事態を回避してゆくために，予備費（contingency
reserve）を活用する方針を打ち出した。すなわち予備費をあらかじめ支
出計画総額の中に含めた上で，①新しく制定された法律などによって生じ
る新たな支出増加や，②予測以上のコスト上昇によって生じたが，プログ
ラム全体の範囲内では処理できない支出増加などを，この予備費からまか
なうことによって，予期せぬ支出増加を含めて公共支出計画総額の許容範
囲内に抑えようとしたのである（Treasury［1977c]，１，ｐ・１０)。
第２に，公共支出統制政策の成否は，公共部門の賃金引上げ率の抑制に
かかっているが，政府はそれを一方的に強制することはできない。支出統
制機能の重視は，自由な団体交渉に基づく公共部門の賃上げと本質的に相
容れない性格を持っている。特にインフレが昂進している状況で，「社会
契約」に盛り込まれた自由な団体交渉という制度的枠組承を保障しようと
するかぎり，よほど密接な協調を確保しない限り，大幅な賃上げ要求を生
表１０個人関連の主要租税支出のコスト推計額
（単位：100万ポンド）
1978/９１１９７９/8０ 
人的控除（所得税）
１．既婚者控除
２．単身者控除
３．配偶者所得控除
４．配偶者分離課税選択
５．老齢者控除
６．片親家庭への追加的人的控除
７．盲人控除
８．扶養親族控除
９．家政婦控除
０
０
０
０
５
０
２
５
１
 
０
０
０
９
６
６
 
２
 
６
２
８
 
２
 
９
９
，
 
６
３
１
 
０
０
０
０
０
０
１
５
１
 
５
６
５
８
９
７
 
２
 
０
４
０
 
２
 
９
９
９
 
７
３
２
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給付免税（所得税）
１．失業給付
２．疾病給付
３．就労不能給付と無拠出就労不能年金
４．看護手当
５．妊婦手当
６．家族所得補足
７．補足給付
８．労働災害給付
９．労災身障者給付
１０．年金生活者に対するクリスマス10ポンド・ボ
ーナス
１１．軍人傷病年金
１２．学生奨学金
１３．法的余剰人員支払
持家居住者
１．モーゲッジ利子減税
２．キャピタル・ゲイン減税
３．開発地減税
４．印紙税免税
５．住宅金融組合に対する法人税特別税率
６．帰属所得非課税
年金・生命保険
１．従業員年金拠出金の所得税免税
２．自営業者退職年金
３．生命保険料の所得税免税
４．生命保険証券の収益に対するキャピタル・ゲ
イン税免税
108＊ 
200＊ 
100＊ 
２０＊ 
２０ 
5 
100＊ 
１５＊ 
２５＊ 
１２ 
150 
200 
８０＊ 
１５＊ 
２０＊ 
5 
100＊ 
１５＊ 
２５＊ 
１２ 
＊
＊
＊
 
へ
り
Ｐ
Ｃ
Ｐ
ｏ
ｎ
ｄ
ｏ
】
ワ
】
＊
＊
 
０
５
（
Ｕ
 
ｎ
ｄ
ワ
ロ
Ｐ
Ｃ
1,450 
2,000＊ 
５＊ 
２３０ 
２５＊ 
1,110 
1,500＊ 
５＊ 
２７５ 
２０＊ 
少なくともモーゲッジ利
子減税と同程度
450＊ 
７０ 
２６０ 
４５＊ 
500＊ 
110 
430 
110 
[出所］Ｔ"ｅＧｏＵｅγ""e"t'ｓＥｊＷ"d伽ｒｅＰＪｃｚ"s，Ｃｍｎｄ、７４３９＆Ｃｍｎｄ，
７８４１より抜粋
[備考］１．＊がついているものは，特に仮説的で誤差が大きい。減税の撤回で
納税者のピヘイピアが変化せず，またもし免税以下の人から控除が除
かれた場合に生ずる税負担も含まれていない。
２．減税・控除は個人関連の主要部分しか掲載されていない。1978/9年
について,除外したもので２億ポンド以上のものをいくつかあげると，
資本控除（所得税減税５億ポンド，法人税減税26億5,000万ポンド)，
株式減税(所得税減税6,000万ポンド,法人税減税13億5,000万ポンド)，
所得税と法人税の二重課税調整（14億ポンド)，政府・地方政府債券
移転に伴う印紙税免税（13億ポンド）１万5,000ポンド以下の住宅資
産移転の免税（２億ポンド）である。
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じさせ，支出計画を大幅に狂わせる可能性をもたらすからである。こうし
て公共支出削減はますます「自発的」所得政策の成否にかかってくる。し
かし労働党政府が，労働組合と合意するためには，「社会契約」に基づい
て公共支出削減を回避せねばならないというジレンマに直面してしまう。
別稿us)で述べたように，政府は，このジレンマを避ける手段として，
減税を政治的取引材料として，労働組合から「自発的」賃金抑制の合意を
取り付けようとしていった。その結果，所得税率の引下げとともに人的控
除の引上げが続き，この隠された支出＝租税支出が増加していった('4)。租
税支出は，1979年白書以後その推定コストが公表されることになったが，
個人関連の主要部分を抜粋した表10をふると，住宅政策の章でふれるモー
ゲヅジ利子減税と持家に対するキャピタル・ゲイン減免税を除くと，人的
基礎控除が圧倒的部分を占めているのである。ともあれ公共支出統制政策
という観点から見るかぎり，租税支出の増大は，政府の直接統制が及ばな
い領域を拡大し，また確実に歳入を減少させることによって公共支出削減
の足元を掘り崩してゆくために,公共支出統制政策の有効性を減じてゆく。
第３に，政府支出計画は,地方政府支出全体を含んでいる訳ではなく，中
央政府補助金と地方債・借入れの２項目が含まれているだけで，中央政府
はそれを通じて地方財政に間接的影響を及ぼすことができるにすぎない。
したがって地方政府を含めた全政府部門の支出規模を削減しようとするな
らば，ますます中央統制的な財政運営を強いられてゆく。しかし中央政府
の支出統制（支出削減）の急速な強化は，地方財政計画を混乱に陥れてゆ
き，「地方自治」の原則との衝突を不可避にしてゆく。この点について，
さらに詳しく見てふよう。
４．地方財政統制強化の必然性
前述のように，キャッシュ・リミットの直接的対象となるのは，公共支
出計画総額の中約６割を占めるにすぎなかったが，このキャッシュ・リミ
ットの対象となる支出項目の中で最大の支出計画額を持つものはＲＳＧ
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（表５(a)支出ブロック14-⑨，44-②）であった。表５(a)から1976/7年度に
ついて見ると，その額は75億2,180万ポンドにのぼり，キャッシュ・リミ
ットが課せられる支出計画額285億7,780万ポンドの中約26.3％を占めてい
る。先に述べたキャッシュ・リミットの仕組糸から，単年度で合計するこ
とには問題が残るが,地方資本支出ブロックを単純合計すると約28億2,150
万ポンドとなり，やはりキャッシュ・リミット対象額中10％弱を占めてい
ることになる。アイルランドの場合は支出項目が細分化されていないため
不明なので，この部分を除いて大ブリテン単位で計算し直すと，1976/7年
度に関してＲＳＧと地方資本支出だけでキャッシュ。リミット対象額の中，
約37％を占めていることがわかる。
しかも1976/7年度の場合，住宅の新規建設がキャッシュ・リミットの対
象からはずされていたが，翌年度からキャッシュ・リミットの対象に組糸
込まれたため，1977/8年度の地方資本支出ブロックの単純合計額は前年度
の約1.6倍にあたる44億7,650万ポンドに膨れ上がっている。また新規バ
ス補助金（表５(a)支出ブロック14-②，15-②の一部）に加えて，1977/8年
度からは交通補充補助金（支出ブロック15-④）２億8,140万ポンドも対象
となった。これらを勘案すると，キャッシュ・リミットが課せられる支出
項目の中，約４割前後が地方財政を直接の対象としていたと考えられるの
である。さらに，特定補助金に基づく地方支出額がどれだけ含まれている
か不明であるが，法・秩序・保護サービス（支出ブロック24-③，50-②，
56-②）や対人的社会サービス（支出ブロック23-②，55-⑤の一部）ある
いは教育関係（支出ブロック11-②，49-①②）は，地方財政に密接に関連
する領域であることにも注意せねばならない。これらの部分を含めると，
その比率はさらに高くなるであろう。このように，キャッシュ・リミット
による公共支出統制政策は，約４割にのぼる非裁量的支出が存在したため
に，地方財政統制へと向かわざるをえない構造を持っていたのである。し
かし，この構造は地方財政の膨張傾向と裏表の関係にある。
「はじめに」でも述べたように，1975年まで地方政府支出の伸び率は中
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表１１公共部門負債総額の政府部門別割合
（％） 
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地方政府｜中央政府｜公企業
1958 
1960 
1965 
1970 
1975 
1980 
1983 
０
０
４
７
８
７
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０
●
●
●
●
●
●
 
３
４
７
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７
１
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１
１
１
２
２
２
１
 
７
９
６
７
１
７
４
 
●
●
●
●
●
●
●
 
４
１
６
６
２
９
４
 
７
７
６
５
５
５
６
 
２
１
０
６
１
６
４
 
●
●
●
●
●
●
●
 
２
４
６
８
０
８
６
 
１
１
１
１
２
１
１
 
[出所］Newton，Ｋ＆Karran，Ｔ､Ｊ・［1985］ｐ、
９１より作成
表１２経常支出総額に占める利子費の割合
〔％）
地方政府｜中央政府｜公企業
1958 
1960 
1965 
1970 
1975 
1980 
1983 
４
６
６
４
４
７
６
 
●
●
●
●
●
●
●
 
４
４
６
９
６
６
１
 
１
１
１
１
１
１
１
 
２
７
６
２
６
７
１
 
●
●
●
●
●
●
●
 
２
２
９
７
７
０
１
 
１
１
 
１
１
 
１
２
０
１
８
 
●
●
●
●
●
 
７
８
８
９
９
 
6.8 
[出所］１６Ｍ，ｐ、９３．
央政府支出の伸び率よりもはやく，政府部門内で相対的地位を高めてきた。
しかも図１で示したように，1970年代以降，地方財政は急速に補助金依存
度を高めていった。さらに表11から公共部門の負債総額の政府部門別シェ
アをみると，1960年には70％以上を占めていた中央政府のシェアが1975年
までに52％まで下落しているのに対して，地方政府は同期間に14％から約
28％にまでシェアを高めている。そのため経常支出に占める利子費の割合
も，中央政府は減少傾向にあるに対して，地方政府のそれは1974年まで上
昇傾向にあった（表12参照)。このように地方財政サイドから見ても，公
共支出統制政策が膨張傾向の強い地方財政に向かわざるをえない状況が形
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成されていたのである。
では，なぜこのような地方財政の膨張が生じたのであろうか。その解答
の重要な部分は，1958年以降のイギリス福祉国家の性格とそれを前提とし
た政府間財政関係のあり方と密接にかかわっている。この時期のイギリス
福祉国家の重要な特徴の１つは，社会サービスの供給についてナショナ
ル・ミニマムを設定し，その達成を第一義的目標としていた点にある。そ
のため中央政府の地方政府に対する介入も，ナショナル・ミニマムを達成
するために，後ろ向きな地方当局に対して支出を引き上げさせる（level
lingup）方向に働いたのである('5)。
だが中央政府の一方的な干渉によって地方支出の増加が図られた訳では
ない。中央政府の干渉と地方自治のバランスを達成するための措置がとら
れたからである。ミニマム基準の強制と地方裁量権の確保との両立を図る
ために行なわれた補助金改革がそれである('6)。1958年に，それまでの国
庫平衡補助金（theExchequerEqualisationGrant）に代ってレイト
補填補助金および一般補助金が導入され，さらに1966年に，それはＲＳＧ
に改組された。ＲＳＧを中心とする補助金制度に関しては後に詳しく検討
するが，これらの改革は，基本的に標準以下の課税ベースしか持たない地
方当局に財源不足を補填する一方，標準以上の支出ニーズを持つ地方当局
に対しても財源保障をするという方向性を持っている。つまり政府は，課
税ペースの不足する地方当局に補助金を与えることによって地方財源の底
上げを図りながら，高い支出ニーズを持つ地方当局にも支出を可能にさせ
ることによって，財政力の地域間均等化を図りながら社会サービスのミニ
マム基準を達成しようとしたのである。しかも同時に，これらの補助金改
革では，紐付きの特定補助金をブロック化し，また地方当局には，地方税
率の自主決定権が保障されており，地方が独自にミニマム基準以上に支出
することが許容されていた。このようにして1970年代半ばまでのイギリス
福祉国家は，ナショナル・ミニマムの達成と地方自治を同時的に追求しよ
うとしてきたのである。
公共支出統制政策とイギリス地方財政３２５
そのため，このようなシステムは，いくつかの要因と重なって地方支出
の膨張を促していった。第１の要因は，社会的人口的構成の変化である。
特に高齢者・若年層・病人・身体障害者・移民などの特別なニーズを持つ
層の増加に伴って，住宅・教育・対人的社会サービスなどの供給を担当す
る地方政府の支出は増加していった。
第２に,所得の上昇とともに,中・高所得者層から新たなサービス水準の
需要が生じた。この「期待上昇革命（therevolutionofrisingexpec‐
tation)('7)」によって，教育・道路交通・計画化と環境サービス・消費者
保護・住宅・都市インフラストラクチュアの更新などといった分野で，サ
ービス水準が引上げられていった。たとえば1969年の公営住宅におけるパ
ーカー・モリス基準の導入や1972年の義務教育年齢の引上げ（16歳）など
が典型的である。いくつかのサービス分野では，ミニマムを保障された地
方当局が，自らの裁量的判断に基づいてサービス水準を引上げ，それが全
国的なミニマム基準を押し上げてゆくという循環が生じた。
第３の要因は，1960年代末以降とりわけオイル・ショック後の急速なイ
ンフレーションの影響である。まず地方支出の方から言うと，地方サービ
スが労働集約的な経常的サービスと非収益的建設事業（公営住宅や学校建
設）から構成されているため，賃金や地価・建設資材が急騰する時期には，
｢相対価格効果（relativepriceeHect)」によってＧＤＰ成長率よりも高
い地方支出の伸び率を余儀なくされた。一方，地方収入の方は，所得弾力
性の著しく低いレイトを唯一の税源としているために，インフレに全く適
応できなかった。しかもレイト課税評価額（ratablevalue）の再評価が
1958年以降1963年と1973年の２度しか実施されなかったため，実際のレイ
ト課税評価額はインフレで実質的に目減したために，税収をあげるために
は税率を引上げざるをえなかった。しかもレイトは，源泉徴収制度をとる
個人所得税と異なり，毎年総額が明示されて税引後所得から支払わねばな
らなかったために，税率の引上げを増税と同一視する「財産税イリュージ
ョン（propertytaxillusion)」が生じ，納税者の政治的抵抗を引き起こ
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していった。以上のような要因が重なって生じた歳出歳入ギャップをうめ
るために，補助金の急激な増大が生じたのである。
ＩＭＦ危機に直面してＰＳＢＲを削減しなければならない中央政府は，か
かる制度的要因と構造によって生じた地方財政の膨張に対して，今度はこ
のＲＳＧと起債認可権を通じて，地方支出の抑制を図らねばならない立場
に追い込まれていったのである。
（１）Holmes，Ｍ［1985］pp67-72． 
（２）１６Ｍ.，ｐｐ、87-90.
（３）１６Ｍ，pP91-100． 
（４）少なくとも1978年10月まで，政府の金融政策は，通貨供給量目標と為替相
場目標との間で揺れており，通貨供給量が最優先の目標として確立したとは
言いがたい点に注意する必要がある。なお７０年代後半の金融政策について
は，岡本磐男［1988］第７章を参照せよ。
（５）筆者が，この時期の労働党政府の政策を，あえて疑似マネタリズムという
特徴づけをしたのは，次の理由による。まず第１に，SirKeithJosephら
が中心になって1974年にTheCentreForPolicyStudiesを設立して，保
守党に対してニューライトの影響を与えていたが，労働党の場合それに匹敵
する動きは見出せない。この点では，公共部門による雇用吸収と輸出部門の
縮小を指摘するBacon，Ｒ＆Eltis,Ｗ［1976］の影響の方が重要である。
しかしこの議論は，より古典派的立場を継承しており，金融的クラウディン
グ・アウトよりも生産活動における資源配分上の直接的クラウディング・ア
ウトが強調されている。
第２に，過渡期の政策であるために，マネタリズムの政策としては不徹底
な性格をいくつか持っている。それを列挙すると，①インフレ対策の手段と
して，労働党政府は依然「所得政策」に固執していた。減税政策も，公共部
門縮小→減税という文脈でなく，「所得政策」の成功を導くための手段とし
て行なわれた側面が強い。②公有化を基本とする新経済戦略を最終的に放棄
したわけではなく，公共支出削減の中でそれなりの重点配分がなされた。③
1978年に若干の経済状況の改善が見られると，再び拡張的政策を徐々に取り
始めた．1978年公共支出計画では，ＰＳＢＲ削減計画を10億ポンド緩和してい
る（Treasury［1978c］ｐ、１）などである。
（６）G1ennerster，Ｈ［1985］ＰａｒｔｌＣｈａＰ２；Heald，，．［1983］chap､８． 
（７）1977年白書は，ＧＤＰ成長率を２％（1977/8年度)，２．５～3.0％（1978/9年
度）と仮定して，公共支出の対ＧＤＰ比を1975/6年度の約46％から1978/9年
公共支出統制政策とイギリス地方財政３２７
度には４２～43％に引下げることを目標として掲げている（Treasury［1977
ｃ]，Ｉ，ｐｌ３)。
（８）もっとも1978年白書以降，貨幣市場のコントロールを強化するために，再
び国営企業の外部資金調達の純必要額（国内外市場からの借入額一返済額）
を含めた公共支出計画総額が，別枠で表示されるようになった（Treasury
［1978c]，Ｉ，ｐｐ､2-3,ｐｐ､6-7,＆Ⅱ，pp36-38)。
（９）Heald，DI1983］ｐｐ,14-18．なお，日本の財政再建過程における予算会
計上の操作とコントローラピリティの問題に関しては，宮島洋［1989］が詳
しい。
(10）1970年代後半の社会保障支出の動向については，Bradshow，Ｊ､，“Public
ExpenditureonSocialSecurity,”ｉｎWalker，Ａ［1982］を参照。
(11）一圓光彌［1982］170-72頁。
(12）1975年児童給付法と児童給付制度については社会保障研究所［1987］１７２－
８２頁を参照。
(13）拙稿［1989］324-27頁。
(14）租税支出の国際比較についてはＯＥＣＤ［1984］を参照。
(15）Newton，Ｋ、＆Karran，Ｋ、＆Karran，Ｔ､Ｊ・［1985］chap、５．
(16）戦後イギリスの補助金改革についてはBennett，ＲＪ．［1982］ｐｐ､55-63
を参照。
(17）Newton，Ｋ＆Karran，Ｔ､J・［1985］chap、４．
IIL1977年緑書「住宅政策」と政策転換
１．土地・住宅価格の上昇と住宅財政の悪化
では公共支出統制政策は，どのような形で地方財政に影響を与えたので
あろうか。まず表13が示すように，1976/7年度以降,地方政府のＰＳＢＲは
急速に削減された。そのため表11で糸たように，公共部門の負債総額に占
める地方政府のシェアは大きく減少していった。これは地方政府支出の動
向にもはっきり現われている。７６/7年度以降，地方債発行と借入れが大幅
に縮減されたために，資本会計の比重は急速な落込みを見せた（表１４参
照)。また，そのため相対的に経常会計の比重が高まったが，補助金の比
重が徐々に減少傾向をたどり，家賃・手数料料金収入などの｢その他収入」
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表１３公共部門の財政赤字と公共部門借入需要額
（単位：100万ポンド）
財政赤字 公共部門借入需要額（PSBR）私的部
門と海
外への
純貸出
等
共
門
計
般
府
門
公企業
部門
中央
政府 :|公牒公部合 地政政部 合計
1971/72 
1972/73 
1973/74 
1974/75 
1975/76 
1976/77 
1977/78 
1978/79 
1979/8０ 
655 
1,984 
3,480 
5,941 
8,280 
7,341 
6,375 
8,223 
7,715 
４
７
７
６
４
５
２
０
１
 
５
２
４
６
５
７
８
９
７
 
３
２
６
８
５
６
１
７
６
 
－
Ｌ
ａ
３
ａ
ａ
ａ
ａ
ａ
 
1,016 
２，５２９ 
４，４５０ 
7,999 
10,582 
８，５２０ 
５，５９４ 
９，１９７ 
９，９３０ 
廻
弘
犯
皿
佃
仏
別
別
〃
６
９
１
０
８
９
４
０
２
 
，
，
，
ｊ
，
９
１
９
 
１
２
５
８
５
４
８
８
 
５６０ 
594 
1,563 
2,232 
1,294 
1,378 
４２９ 
９５３ 
２，１６７ 
－１８６ 
１ 
７１５ 
６８５ 
４８５ 
１，１９８ 
７３４ 
１６０ 
－４６４ 
1,009 
７５７ 
833 
2,075 
2,726 
1,666 
1,193 
1,433 
2,０４４ 
７
５
３
６
１
７
１
７
７
 
３
８
９
７
７
０
８
５
３
 
５
６
８
８
７
２
２
７
１
 
Ｌ
Ｌ
Ｌ
’
 
[出所］Ｃ､Ｓ・ＯＦｊ"α"ｃｉａノＳ/α"s〃Cs,Ｎｏ．２２４（Dec､1980）ｐ､１５より作成
表１４地方当局の歳入構成
資本会計収入（Capitallncome）
補助金 販売収入他合 計 借入金
1,343.8(18.3） 
1,597.4(19.2） 
1,701.7(17.8） 
2,150.9(19.4） 
2,960.5(21.8） 
3,407.6(21.4） 
3,457.7(17.5） 
3,254.0(14.9） 
2,815.902.2） 
2,751.1(10.7） 
3,135.9(10.5） 
９３．９（1.3） 
111.2（1.3） 
122.1（1.3） 
130.2（1.2） 
155.2（1.1） 
139.7（0.9） 
192.5（１．０） 
269.4（1.2） 
214.0（0.9） 
380.1（1.5） 
412.1（1.4） 
1969/70 
1970/71 
1971/72 
1972/73 
1973/74 
1974/75 
1975/76 
1976/77 
1977/78 
1978/79 
1979/8０ 
17.4(23.4） 
78.4(24.9） 
69.1(23.7） 
44.0(25.7） 
71.7(27.7） 
78.9(25.6） 
38.4(21.9） 
74.7(20.1） 
32.8(17.8） 
41.8(16.9） 
01.2(16.9） 
279.7 
369.9 
445.3 
563.0 
656.1 
531.6 
688.2 
851.2 
1,103.0 
1,210.7 
1,453.2 
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０
２
８
７
０
３
３
１
３
０
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９
９
９
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９
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９
９
９
 
１
２
２
２
３
４
４
４
４
４
５
 
[出所］Ｃ､Ｓ､０，Ａ"""αノA6s！「αc/Ｃ／Ｓ/αﾒﾉs〃Cs，Ｎｏ．１０７，ｐ３３２，Ｎｏ．
[備考］退職年金その他特別基金（specialfunds）は含まれていない。
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の比重が増大している（同じく表１４参照)。さらに物価上昇の影響を除い
て考えるために，1979年調査価格ベースで表示した表15を見ると，1975/６
年度以降，地方政府の経常会計は停滞しているのに対して，資本会計はほ
ぼ６年間で半減していることがわかる。中でも資本会計の大半を占める住
宅支出の減少が最も著しいのが特徴的である。
このように公共支出統制政策によって住宅財政は最も急激な圧縮を強い
られたため，図２のように，公共部門の住宅着工数は，1975～76年をピー
クにして急速な減少をふた。だが同時に，このグラフは，公共部門が民間
部門に対してほぼカウンター・サイクリカルに動いていることも示してい
る。特に重要なのは，1973～74年に民間部門の急減と交差する形で，公共
部門の住宅着工数が急増しているという事実である。この時期は，図３か
らもわかるように，オイルショックに伴って地価・住宅価格が急騰し，ま
た利子率もかなり高まった時期であったからである。
(イングランド・ウェールズ）
(単位：100万ポンド，カッコ内％）
経常会計収入（Revenuelncome）
総計その他
(喬享毛壼諾料）補助金合 計 レイト
■
 
』
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
６
７
０
７
８
４
２
０
２
１
４
 
1,954.9(26.6） 
2,284.2(27.4） 
2,653.9(27.8） 
3,135.0(28.3） 
3,897.3(28.7） 
5,651.8(35.5） 
7,666.1(38.7） 
8,639.8(39.6） 
9,138.3(39.5） 
10,103.8(39.3） 
11,684.4(39.0） 
5,628.0(76.6 
6,258.5(75.1 
7,292.5(76.3 
8,214.8(74.3 
9,830.2(72.3 
11,841.7(74.4 
15,462.6(78.1 
17,429.4(79.9 
19,022.4(82.2 
21,393.0(83.1 
24,978.5(83.3 
1,515,2(20. 
1,640.5(19. 
1,911.7(20. 
2,179.6(19. 
2,414.6(17. 
2,927.3(18. 
3,795.7(19. 
4,151.0(19. 
4,686.7(20. 
5,166.6(20. 
6,122.5(20. 
2,157.9(29.4） 
2,333.9(28.0） 
2,726.9(28.5） 
2,900.2(26.2） 
3,518.3(25.9） 
3,262.7(20.5） 
4,000.8(20.2） 
4,638.6(21.3） 
5,197.3(22.4） 
6,122.6(23.8） 
7,171.6(23.9） 
7,345.4(100） 
8,337.0(100） 
9,561.6(100） 
11,058.9(100） 
13,602.0(100） 
15,920.7(100） 
19,801.0(100） 
21,804.1(100） 
23,155.2(100） 
25,734.9(100） 
29,979.7(100） 
112,ｐ３７１，Ｎｏ．１１７，ｐ、４０９＆Ｎｏ．１２４，ｐ、２７６より作成
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表１５地方支出の推移（イングランド・ウェールズ）
（単位：100万ポンド）
1974/7511975/7611976/7711177/7811978/7911979/8０ 
亘路・交通 〕8２１１．１５０１１．０６１１９８８１１．０３４１１．ＯＣ
ﾛ騨曜 4０７１Ｌ４９４１１－４ｇｌｌＬ４８ｇ 
ヶ’６.法秩序・侭
教育・芸術科学・巴1書鯛’６，４８２１６，６６４ Ｗｈｈ･ＨＨ４１７－ＯＩ)し
９４９１Ｌ（)３６１１－０６４１Log 田一
〕８１１０４１１０１１１０５１IＣ
１２４３５ １２７９４ 醒僑可で１－N
(Ａ、許認可・助成分野）
1.農業・漁業・林業
2.産業・エネルギー・雇用
3.道路・交通
4.住宅
5.その他環境サービス
6.法秩序・保護
7.教育・芸術科学・図書館
8.衛生・対人社会サービス
Ａ・小計
(Ｂ・地方独自分野）
Ｌ農業・漁業・林業
2.産業・エネルギー・雇用
3.道路・交通
4.住宅
5.その他環境サービス
6.法秩序・保護
7.教育・芸術科学・図書館
8.衛生・対人社会サービス
Ｂ、小計
資本支出合計
地方支出総額
9１９１２ －３ 
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７
１
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１１ 
９４ 
１０ 
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3,014 
15,808 
４
２
０
６
７
５
８
 
３
１
７
 
７
 
１
 
２
 出
１０２２ ９３１ ７５０６２７ ５１２ 
2,958 
16,044 
５３２８ 6,11415,32814,40013,444 
18,032117,827116,904115,879 
[出所］ＴｈｅＧｏＤｅｒ"加c"ｔ'ＳＥ”ＣＭ伽ｒｅＰ〃"s，Z980-8Z/oZ983-84,Ｃｍｎｄ、
7841,ｐｐｌ６６－６７より作成
[備考］公共支出調査委員会が1979年に行なった調査価格に基づいている。
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私的部門
公共部門
１９６８，６９１９７０，７１，７２，７３’７４１９７５，７６，７７，７８，７９ 
[出所］Balcin，Ｐ.Ｎ・［1981］Ｐｌ５７より作成
図２住宅着工数（グレート・プリテン）
公共部門にとっても民間部門にとっても，地価・住宅価格・利子率の上
昇が住宅コストを高めることに変わりはないが，その影響の現われ方は両
部門では異なっている。両部門とも住宅コストのかなりの部分を借入金で
まかなうが，新規持家購入者のほとんどは，住宅金融組合（building
society）からモーゲッジの形で借入れる。モーゲッジは，毎年同額の支
払をする年賦金借入れ（annuityloan）の形式をとるが，前倒し割当
（frontloading）のために，最初の年賦金支払の大部分な利子からなり，
332 
450 
400 
350 
■■ 】指ZＩ
ｨ借入
300 
250 
200 
1５０ 
≦~／ 
100 
１９６７’６８，６９１９７０，７１，７２，７３，７４１９７５’７６ 
[出所］Ｈｂｚ４ｓｉ"ｇＰｏﾉicj'［1977］Ｃｍｎｄ、6851,ｐ，１４８より作成
図３土地・住宅価格指数の推移（1967～1976年）
その後利子の比率が減少し，借入れ期間の終了時までには支払の大部分は
元金になってゆく。それゆえモーゲッジの総コストの大部分は初期に集中
し，その後貨幣所得が着実に上昇して，利子率が上昇しなければ，新規持
家購入者の実質コスト負担は減少してゆく仕組糸となっているのである。
前倒し割当のために，利子率の急上昇は，新規持家購入者に通常より重
い負担を課すと考えられるが，モーゲッジ利子に対する所得減税（基礎税
率以下で減税を受けられない者に対しては選択的モーゲッジ助成金）が適
公共支出統制政策とイギリス地方財政
表１８モーゲッジ利子率
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[出所］Balcin，Ｐ､NI1981］ｐｐ､39-40より作成
用され，それが実質的に利子補給と同じ働きをする(1)ために，その影響は
かなり緩和される。表16と表17は，そのことを示している。また表18を見
ると，確かに1972/3～1974/5年には，住宅コストが所得の伸びを上回って
いるが，減税・助成金は所得とほぼ同じ率で増加しており，持家部門に関
して，公的助成が利子率上昇の影響をかなり緩和していると言えよう。し
たがって民間住宅建設の急激な減少の背景を知るためには，もう１つのフ
ァクターとして住宅金融組合の資金供給制約という問題も考慮に入れねば
ならない。
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表１７平均モーゲッジ支払額（ＵＫ.）
（単位：ポンド）
減税後の(1)
平均支払額平均粗支払額
1967/68 
1968/69 
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９
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８
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[出所］Hbzcsj"ｇＰｏ"cjﾉ［1977］Ｃｍｎｄ、6851,ｐ、
１４９より作成
[備考］（１）選択的モーゲッジ助成金を含む。
表１８小売物価指数＝100とした場合の各種住宅年平均コスト・
各種支払の指数
地方公営住宅持家
平均収入 家賃補助
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[出所］Hbzcs/"ｇﾊﾉﾉｃｙ［1977］Ｃｍｎｄ、6851,ｐ、１５０＆ｐ、１５２より作成
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住宅金融組合の貸出・投資（預託）金利は，ＢＳＡ（住宅金融組合協会）
の勧告金利制度に基づいて，市場金利に比べて緩やかに変動するように配
慮されている。そのため，1971～73年の市場金利が低かった時期には，相
対的に金利が高かった住宅金融組合に資金が流入して住宅ブームを作り出
し，逆に1973年秋からの高金利の時期には資金確保が難しくモーゲッジ資
金の供給が抑制される結果をもたらした（ＤＯＥ［1977ｃ］ｐ､２７)。こうし
た複合的要因によって1973～75年の民間住宅建設の減少が生じたと考えら
れる。
一方，公共部門の場合，２つの点で利子率・建設コストの上昇の影響は
緩和される。１つは，家賃と借入金のプール制であり，いま１つは国庫助
成である。まず前者から見ると，地方当局は，古くに建設された公営住宅
に対して，その債務費と維持費用を上回る家賃を課すことができ，その余
剰分をより高い住宅コストの公営住宅に振り向けることが可能になり，全
体として家賃は平均化される。借入金についても，同様にプールされるた
め，住宅歳入会計（HousingRevenueAccount；以下ＨＲＡと略す）
にかかる利子費も市場金利の場合よりも低くなる。前述の高金利期には，
約1.5～2.0％の範囲で住宅金融組合の金利より低い利子費ですんだ(2)。
しかし，より重要なのは，住宅助成金を中心とする国庫助成の役割であ
る。まず1972年住宅財政法（HousingFinanceActl972）は，①従来の
統制家賃に代えて，各住宅の築後年数・立地条件・修繕状況などの諸条件
に基づき家賃査定官が決定する公正家賃（FairRent）を導入し，それを
公営住宅にも適用するとともに，②公営住宅に住む低所得者に対する家賃
補助（RentRebate）と民間借家に住む低所得者に対する家賃手当（Rent
Allowance）の支給を法制化した（その負担率は国75％，地方25％と定め
られた)。このような政策を反映して，オイル・ショック前後まで家賃は
ほぼ所得の上昇に応じて引上げられたが，家賃補助によって実際に支払わ
れる家賃は物価上昇率をも下回った（表18参照)。
その後，労働党政府は，1975年３月まで家賃凍結を実施するとともに，
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1972年住宅財政法に代えて1975年住宅家賃および助成金法（Housing
RentandSubsidiesActl975）を制定した。それは，①公正家賃を廃
止し，再び合理的家賃（建設費・借入金利子等を基準として地方当局に利
益も損失ももたらさない水準の家賃）へ復帰するとともに，②地方当局に
よる家賃設定の自由を回復させた。また1972年住宅財政法が，①ＨＲＡに
赤字が生じた時の承に限定して国の一般補助金（住宅助成金）を支給する
こととし，②また地方当局の裁量に任されていたＨＲＡへのレイト基金繰
入を義務化したのに対し，７５年法は，ＨＲＡに繰入れられる住宅補助金を，
表１９地方当局の住宅歳入会計（イングランド・ウェールズ）
（単位：100万ポンド）
1968/6911972/7311973/7411975/7６ 
支出
１．公債費（元利償還費）
２．修繕費
３．管理運営費
４．その他支出
５．バランス項目
支出合計
４４９ 
（73.1） 
９３ 
（15.2） 
５０ 
（8.1） 
１６ 
４ 
６４９ 
（66.5） 
１８３ 
（18.8） 
１０６ 
（10.9） 
４０ 
－２ 
８２７ 
（68.6） 
２０３ 
（16.8） 
１２６ 
（10.5） 
５１ 
－２ 
１，２７０ 
（70.0） 
２９８ 
（16.4） 
１８９ 
（10.4） 
５７ 
６１４ 
(100.0） 
１，２０５ 
(100.0） 
１，８１４ 
(100.0） 
９７６ 
(100.0） 
収入
１．住宅家賃収入（家賃補助を
除く）
２．アメニティその他資産の賃
貸料収入
３．国庫補助金
４２１ 
（68.6） 
２９ 
（4.7） 
１１０ 
（17.9） 
４４ 
（7.2） 
１０ 
６２５ 
（64.0） 
３７ 
（3.8） 
２４５ 
（25.1） 
３３ 
（3.4） 
３６ 
６５９ 
（54.7） 
３６ 
（3.0） 
３６９ 
（30.6） 
８８ 
（7.3） 
５３ 
７０３ 
（38.8） 
４０ 
（2.2） 
７８６ 
（43.3） 
２４２ 
（13.3） 
４３ 
4．レイト基金繰入
5．その他収入
収入合計 ６１４ 
(100.0） 
９７６ 
(100.0） 
１，２０５ 
(100.0） 
１，８１４ 
(100.0） 
[出所］CIPＦＡ［1976］ｐ，１１より作成
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新たに基礎要素・新資本コスト要素・補足財政要素・特別要素（1975/6年
度～）高コスト要素（1976/7年度～）から構成される新制度に改め，再び
建設コストに応じた補助制度に戻した。すなわち新資本コスト要素は利子
率の変動を反映して年借入金コストの２/３の助成をし，高コスト要素は建
設コストの高い地域に対する特別追加補助金制度となった。また特別要素
は，「社会契約」に基づいて1975/6年度中の家賃抑制のために配分され，
これを反映して同年の家賃上昇率はさらに低く抑えられた（表18参照)(3)。
以上のような要因によって，利子率の急上昇期に大量の公営住宅建設が可
能になったのである。
しかし,そのためにＨＲＡは急速に国庫資金への依存度を高めていった。
表19が示すように，支出中に占める公債費の比率が1972/3年度以降再び上
昇に転ずる一方,収入に占める家賃収入は,1968/9年度の68.6％から1975/６
年度の38.8％にまで落ち込んでいった。代わりに，1968/9年度には17.9％
を占めるにすぎなかった国庫補助金は，1975/6年度の43.3％を占めるに至
った。そしてレイト基金繰入も，1972年度以降，急速に増加していった。
このようにＨＲＡの財政状況が悪化してゆく中で，1976年に公共支出統制
政策が実施され，翌77年からはキャッシュ・リミットの強化が図られてい
ったのである。
労働党政権は，その成立に際してＴＵＣとの間に「社会契約」を締結し，
その内容には大量の公営住宅建設，民間住宅の買収＝市営化,土地公有化，
家賃抑制が含まれていた。しかし最早その政策的実行は極めて困難になっ
た。1977年緑書『住宅政策」（ＤＯＥ［1977ｃ]）は，こうした状況の下で
公表され，そして労働党プログラムにおける住宅政策を根本的に転換させ
ていったのである。
２．地方住宅戦略（LHS）と住宅プログラム（HIP）
緑書『住宅政策」は，住宅政策を転換するにあたって，住宅状況に対す
る次のような認識を前提としていた。まず第１に，表２０に見られるよう
● 
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表２０住居数と世帯数のバランス
（イングランド・ウェールズ）
（単位：100万）
①住居数
１２．５ 
１３．７ 
１４．６ 
１５．８ 
17.0 
１８．１ 
②世帯数
１３．３ 
14.0 
１４．７ 
１５．９ 
１６．８ 
１７．６ 
８
３
１
１
２
５
 
②
０
０
０
０
０
０
 
’
’
’
’
一
＋
＋
①
 
年
年
年
年
年
年
１
６
１
６
１
６
 
妬
朋
船
船
Ｗ
Ｗ
１
１
１
１
１
１
 
[出所］Ｈｂ"si"ｇＰＭｃｊ'［1977］Ｃｍｎｄ６８５１，
ｐ、１４２．
表２１物理的に不満足な状態にある住宅に住む世帯数
（単位：1000）
、ロム
《ITIＸ］ 
合 計 約11,0001約６，８００１4,30012,800＊
重複を差引いた合計
全世帯数に占める比率
2,700＊ 
１５％ 
4,100 
２４％ 
6,400 
４２％ 
9,700 
６９％ 
[出所］ＪＯＭ，ｐ、142．より作成
[備考］＊印は推計値
に，1971年に住宅戸数が世帯数を上回ったことをもって，「もはや住宅の
絶対的不足は解消された」（ＤＯＥ［1977ｃ］ｐ・１０）という認識を示した。
さらに統計に現われない住宅の質の問題はあるもの，表2lのように，物理
的に不満足な状態にある住宅も急速に減少したとする(の。しかし第２に，
良好な住宅と貧困な条件の住宅との間のギャップは拡大し，しかも悪条件
の住宅はインナー・シティ地域に偏在しているとする（１６Ｍ.，Ｐ、５＆ｐ，
12)。この認識は1977年６月に出された白書『インナー・シティ政策」の
認識とも一致している（ＤＯＥ［1977ｂ］ｐ、３＆ｐ２６)。第３に，住宅ス
P｡ 
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トックの保有形態は，一貫して，持家と公営住宅の増加・民間借家の減少
という傾向を示しており，今後もこの傾向にしたがって住宅政策を進める
べきであるとしている（ＤＯＥ［1977ｃ］ｐｐ７－８)。
このような現状認識を前提にして，緑書は，住宅政策の新機軸として，
地方住宅戦略（LocalHousingStrategy；以下ＬＨＳと略す）と住宅投
資プログラム（HousingInvestmentProgramme；以下ＨＩＰと略す）
を提案する。このシステムでは，①まず地方当局が，ＬＨＳにおいて，その
地域の持家を含めた住宅状況（および住宅ニーズ）の包括的評価を行なう
(Ibjd.,ｐ４２)。②同時に地方当局は，このＬＨＳの中に，４年間の資本支
出計画としてＨＩＰを作成して含める。③つぎに，このＨＩＰに基づいて
政府が各地方当局間の投資資金配分を決定する。④しかし，いったん配分
が決定されれば，その資金の使用に関しては，全国的政策的プライオリテ
ィの枠内で地方当局の裁量に任される，ということが想定されていた
（ID〃.，ｐ、７６)。前述したような住宅の絶対的不足の「解消」と特定地域
（インナー・シティ地域）における住宅問題の深刻化という肢行的事態に
対処するには，公共部門の住宅投資は選択的に向けられねばならない。そ
表２２住宅保有形態の社会階層別構成（1971年：イングランド・ウエールズ）
（％） 
識iiiiliiiiiiiiii
l''11Hｉｌｌ 
持家所
有者
専門職・雇用主・経営者
中間および下級の非筋肉労働者
熟練労働者･自営業者･非専門職
半熟練労働者・対人サービス
不熟練労働者
その他
９
９
７
２
９
４
 
０
●
●
●
●
●
 
６
２
０
２
２
４
 
２
２
３
１
 
計
('1000） ;9塁：'１９:２１|;914:|m:bIlm95Il,;9１３１
[出所］〃〃.，ｐ、１４５．
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のためには，全国的レベルのアプローチは適切ではなく，全国政策の枠組
糸の下に，地方的状況に対してより適合的に展開されるＬＨＳとＨＩＰの
システムが有効であるとされるのである（IML，Ｐ、８)。しかし，地方当
局がＬＨＳとＨＩＰを作成する際には，当然，全国的政策的プライオリテ
ィが反映されねばならない。
では緑書は，どのような政策に重点を置いていたのであろうか。まず第
１の政策重点として持家政策をあげる。緑書は，多くの熟練労働者が住宅
所有者となっているという事実認識（表22参照）にたって，「政府はこの持
家傾向を歓迎する。それは多くの人々に彼らが望む種類の住宅を与え，公
共部門の需要を減らす」（Ibjd.,ｐ､45）と述べる。その上で，緑書は「1939
年以前,地方当局は『労働者階級」の住宅ニーズのために供給された。1949
年にその制限は法律から除かれた。政府は，住宅保有形態が社会階級の問
題であった当時に戻るつ１Ｍはない」（ルノ｡.，ｐ、４６）と述べ，労働党左派
の影響下に作成された労働党プログラムおよび「社会契約」との決別を明
確にする。
この立場に立って，緑書はいくつかの持家促進政策を提示する。後述す
るように，緑書は，労働党プログラムにおけるモーゲッジ利子減税の廃止・
縮小の主張を拒否し，モーゲヅジ利子減税制度の現状維持を打ち出す。こ
の点を除いて考えると，緑書における持家政策の基本は，次の３つの方向
を追求することによって，中・低所得者に対するモーゲッジ機会の拡大と
モーゲッジ資金の安定的供給を図ることであった｡すなわち第１の方向は，
住宅金融組合の貸付条件に柔軟性を導入させる方向である。十分な預金や
担保力を持たない中位の所得層のために，政府は住宅金融組合に対して，
①初期負担を軽減し利子負担をならす初期低額モーゲッジ（low-start
mortgage)，②頭金を少なくする高比率のモーゲッジ，③インナー・シテ
ィ地域のより古い資産への貸付けの拡大，などを求める（Ibjd.，ｐ、５２)。
第２の方向は，地方当局が，住宅金融組合と協力して上述の方向を促進
する措置をとることである。１つは，住宅金融組合のモーゲヅジ・ローン
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に対する地方政府の上乗せ融資として，特別「貯蓄ボーナスと貸付け」事
業（special‘savingbonusandloan，scheme）の提案（１６Ｍ.，pp
59-62）であり，これは若干内容をかえて翌年に住宅購入助成制度(Home
LoanScheme)(5)として発足した。いま１つは，住宅金融組合に対して担
保の改善と安全性を保証するために，地方当局は，①改良・修繕補助金を
交付し，②より古い資産に対する担保保証を行ない，③特定地域（特にイ
ンナー・シティ地域）に関するＬＨＳのプランを住宅金融組合に明示して，
古い資産の担保評価に健全なベースを提供せねばならないとする（ルノ`.，
p、５９)。
第３の方向は，1973年以降のモーゲッジ資金の供給不足という教訓を踏
まえて，その安定的供給を確保する提案である。それは，①住宅金融組合
の出資者向け利子率と貸出金利に柔軟性をもたせる。②住宅金融組合に安
定基金を作らせて，その１部を国庫貸付基金(NationalLoansFund）に
受入れる。その場合ＪＡＣ(theJointAdvisoryCommitteeonBuilding
SocietyMortgageFinancel973年設立）の命令に従って，損失を生じ
ない利子率で受入れられる。③さらに，住宅金融組合に市中からの短期借
入れ（例外的状況では，公共資金の短期借入れ）を認める，といった内容
を持っている（Ibid.，ｐｐ６５－６６)。
さて緑書の第２の政策的重点は，新しい中間的住宅保有形態として，－
部賃貸．一部モーゲッジからなるエクイティ分有（equitysharing)，
共有（co-ownership）あるいは住宅共同管理（housingco-operation）
を促進することである。緑書は，この点で住宅組合（housingassocia‐
tion）の役割を重視する(`)。住宅組合は，移動労働者・老齢者・身体障害
者・片親家庭の特殊なニーズに対して，地方当局より良好な供給をなしう
るし，インナー・シティ地域にみられる老朽住宅を買収して改良し，それ
らをより小さなユニットに転換しうるとされる（Ibid.，ｐ８０)。
第３の政策的重点は，公的資金のインナー・シティ地域への重点配分で
ある。しかし，そこでも公営住宅建設は第一義的プライオリティを与えら
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れていない。大規模なクリアランス・取壊し・再開発といった手法は，コ
ストが高くつくだけでなく，コミュニティの紐帯を破壊する。したがって
資源の節約や速効性を期待しうる修繕・改良と再建設との注意深い組合せ
が必要であるとする。さらに，それは，開発地公有化を定めた1975年コミ
ュニティ土地法（CommunityLandAct）に基づく再開発用の土地供給
の必要性を減らすことができるとする（〃i`.，ｃｈａｐｌ３参照)。
最後に，前述の持家促進政策との関連で注目しておかなければならない
点は，緑書が，一定の条件付きで公営住宅の売却を容認したことである。
確かに緑書は，公営住宅借家人に公営住宅の購入権（righttobuy）を付
与するという保守党側の主張（実際に1980年にサッチャーによって実現し
た政策）に対して，①賃貸住宅の不足する地域では，地方当局のニーズを
満たす能力を損う，②良好な住宅が売却され，より質の悪い住宅だけが残
ってしまう，③モーゲッジ利子減税の増加と残る地方公営住宅の家賃上昇
を不可避にするため，財政的利益も短命に終るといった理由をあげて，反
対している（〃地.，pplO6-7)。しかし緑書は，「逼迫するニーズを処理
し，あるいは十分な質の賃貸住宅ストックを維持してゆく地方当局の能力
を損わない」（〃Ｍ，ｐｌＯ７）ならぱという条件付きで，公営住宅の売却
を認めたのである。
以上のような緑書の政策的重点の内容を見るかぎり，それは，明らかに
労働党政権誕生時の住宅政策からの転換を意図していると考えてよいであ
ろう。第１に，ＬＨＳは，持家や中間的住宅保有形態を含む住宅ニーズの
包括的評価をベースとしており，もはや公営住宅建設は最優先されるべき
政策課題ではなくなっている。第２に，公的資金の配分についても効率化
が非常に重視されている以上，ＬＨＳもＨＩＳも，地方公営住宅削減の手
段に容易に転化しうるものであった。事実，その後の運用を承るかぎり，
実態もそうであったと言えよう。
運用実態⑯〕に即して言うと，まず第１に，この緑書では，建前上，地方
当局が提出するＬＨＳとＨＩＰに基づいて，政府（環境省）が地方需要を
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積承上げて全国需要を計測・決定すると想定されていたが，実際には，
ＨＩＰは総需要測定のためには利用されなかった。地方当局の住宅投資総
額は，大蔵省が事前に決定するＰＳＢＲに依存する。第２に，地方当局の支
出実績と環境省が作成する住宅不足の一般需要指標（GeneralizedNeeds
lndex）に基づいて，スコットランド。ウェールズといった地域レベル
(regionalleveDの配分が決定される。そして第３に，ＬＨＳとＨＩＰは，
これを４５９の住宅ディストリクト・カウンシルに配分する際に初めて利用
される。個別当局への配分を決定する際，環境省と地方当局との間で交渉
が行なわれるが，地方当局は，この２つの報告書に基づいて自らの要求を
正当化せねばならない。しかし，これらの報告書では，私的賃貸住宅や持
家貸付け等でまかなえない不足分を公営住宅ニーズとするため，公営住宅
建設は，最優先すべきノーマルな住宅保有形態ではなく，もはや残余の保
有形態にすぎなくなり，必然的に資本支出配分の際に，削減の対象となら
ざるをえない。つまりかかる意味において，ＬＨＳとＨＩＰは，地方当局の
住宅投資を，大蔵省が設定したＰＳＢＲの範囲内に抑制したゆくシステム
として機能したのである。
結局，投資プログラムは，年わずか２％前後の住宅ストック増加分に集
中され，しかも地域レベルへの配分決定当初から各地方当局の過去の支出
実績がカウントされているために，個別当局レベルでのＰＳＢＲ削減の配
分も，ほぼ過去の支出実績に応じて割当てられる結果となった。緑書が目
指した住宅公共投資の効率的・重点的配分も実現されなかったのである。
３．公共支出削減と住宅公共投資の動向
では1976年以降の公共支出統制政策と1977年の緑書『住宅政策』によっ
て，住宅公共投資はどのように変化したのであろうか。表23からもわかる
ように，1979年のＰESC（公共支出調査）ベースで見ても，資本支出総額
（表23のＩ）は1975年を頂点にして減少傾向をたどり，資本移転部分を差
し引いた純資本支出総額（Ⅳ）をとっても同じく減少傾向を示している。
四一《表２３住宅に対する公共支出（GreatBritain）
（単位：100万ポンド・1979年調査価格ペース）
１９７０１１９７１１１９７２１１９７３１１９７４１１９７５１１９７６１１９７７１１９７８１１９７９ 
1．財源からの支出（resourceexpenditure）
①新規建設
②修繕（renovations）
③士地（再開発用も含む）
④住宅買収
⑤住宅付属物
'2,049 １３４１ 
１９３ 
１，８； 
1,33311,67312,098 霊３１塁３１墨；
１１６１４５０１２２７ ８７１１０２１１３０ 
2,135 
５１４ 
１７３ 
１４１ 
１０９ 
1，８３０１１，４１８ ５３８１６２４ 
９２１７３ 
８３１７２ 
８８１７０ 
1,208 
７３８ 
４７ 
５２ 
６９ 
1,613 
６４４ 
１４０ 
７７ 
７５ 
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住宅当局(1)による投資総額（①～⑤）’３，１９７１２，６６４１２，５５１１２，５５２１３，１１５１3,21713,07212,63112,25712,113
⑥住宅組合への支出・補助金
⑦私的所有者への改良補助金
532 
119 
627 
102 
622 
９１ 
566 
119 
559 
130 
381 
313 
227 
273 
237 
378 
1０５ 
７９ 
1６８ 
１４１ 
資本支出総額（①～⑦） ３，３８１１２，９７３１３，０５１１３，１６７１３，８０９１３，８６８１３，８０１１３，３４４１２，９４２１２，８０２ 
Ⅱ行政費（中央・地方(2)を含む） 3１１２８１３４１４１１６８１５９１８０１５７１７８１８５ 
Ⅲ、資本移転（capitaltransfer）
①住宅貸付（私的購入者向け）
②元本返済
２８１ 
－３２６ 
１８７ 
－３６７ 
２２６ 
－３７２ 
２６５ 
－２９５ 
２８８ 
－３１９ 
３６２ 
－３５１ 
５９６ 
－３６６ 
1，３２７ 
－２３４ 
６５５ 
－５３３ 
４３５ 
－２９４ 
住宅純貸付額（①－②） 1４１１４５１１１１２３０１１，０９３１１２２１－４５１－１８０１－1４６１－３０ 
③公営住宅売却（割引後）
④売却のための貸付
⑤元本返済
－４０４ 
２３５ 
－５０ 
－２３０ 
１１７ 
－４４ 
－５４３ 
３６６ 
－５０ 
－２８２ 
１５０ 
－３７ 
－１０６ 
４７ 
－３６ 
－１２２ 
６５ 
－４６ 
－１２１ 
７３ 
－１７ 
－２７４ 
１６４ 
－１９ 
－５９８ 
３５７ 
－２０ 
－５５ 
２２ 
－４０ 
純資本収入総額（④－③－⑤） ６５１－１２９１－２６２１－１６７１－７３１－９５１－１０３１－１５７１－２１９１－２２７ 
(竺窮;)|(竺謂)|(畳;！;)|(竺巽;)|(全巽:)|(蝋|(蝋〕|(全11')|(珊|(蝋）PESC純資本支出額（住宅当局による元本返済額）Ⅳ 
Ｖ、移転支出（transferexpenditure）
①地方当局に対する国庫補助金
②レイト基金繰入
③ニュータウン・スコットランド特別住宅
組合に対する国庫補助金
1,152 
３５０ 
９８ 
1,210 
３４１ 
１２８ 
1,279 
２４４ 
１５７ 
1,384 
３０２ 
１６４ 
1,447 
３４９ 
１７２ 
578 
219 
８７ 
610 
145 
９２ 
738 
206 
118 
1,379 
２６４ 
１４３ 
吟
胖
掛
圧
欝
逵
博
諦
斤
へ
北
〕
汎
苦
針
潭
唇
般助成金総額（①＋②＋③） ８８０１８８４１８４７１１，０６２１１，６００１１,６７９１１，７８６１１，６８０１１，８５０１１，９６８ 
壜ＩＣＩ薑④住宅組合に対する収入補助金（住宅費用分の補足給付額の除外）⑤公共部門の家賃補助（rentrebate）⑥私的部門の家賃手当（rentallowance） ２３ (928） ４５６ １００ 11 (986） ２０７ １４ １０ (785） ４３６ ６０ １４ (962） ４２２ ７０ １９ (911） ４０４ ６９ ２２ (898） ４４７ １１４ (901） (978） 
所得補助総額（⑤＋⑥） 2２１１４９６１４９２１４７３１５２６１５６５１５５６１５６０ 
PESC経常支出（ⅡとＶ①を含む） ９４８１９６０１１，１８６１１，７２７１２，３２５１２,4０４１２，６０９１２，５１１１２，６７６１２，８２８ Ⅵ 
(全;::)|(竺謂》|(全;鶉)|(全巽;)|(蝋)|(色;;:)|(色謡)|(珊|(雪霊)|(珊PESC支出総額（住宅組合による元本返済額）Ⅶ 
の夢ﾙ篭/q鍋'０鰯化調■q墨M仏泓lq粉、持家居住者に対する直接助成①選択的モーゲヅジ助成金②モーゲッジ減税Ⅷ ３７ (847） ４８ (852） 
(884)|(900)|(M10)|(M17)|Ｍ３)|…)|(1,652)|(M84)|(M61)|CL643） モーゲッジ助成額（①＋②）
[出所］Walker，Ａ・［1982］ｐｐｌｌ６－１９より作成
[備考］（１）ニュータウンおよびスコットランド特別住宅組合を含む。
（２）公営住宅行政以外の地方サービス。 四一ｍ
３４６ 
しかし，その内訳を見ると，全ての支出項目が同じ傾向をたどっているわ
けではなく，政府の住宅政策上のプライオリティの変化を反映して異なる
動きを示している。
まず第１に，1976年に発表された公共支出削減策の影響が，最も顕著に
現われたのは，新規持家購入者に対する地方当局の貸付け（Ⅲ①）である。
1974年に13億2,700万ポンドであった貸付け額は，1977年には１億8,700万
ポンドへと約1/７に縮小してしまった。その後を見ても，1977年緑書の提
案に基づいて実現された住宅購入助成制度は，ほとんど効果をあげていな
いことがわかる。同様に，士地購入と民間住宅の買収＝市営化（Ｉ④）も，
1974年をピークにして急速に減少している。1974年には２万5,600戸が市
営化されたが，７７年には9,500戸に減少してしまった。３/４にも及ぶ縮
減であった(8)。しかも，その間，修繕のための公共支出が，1976年からの
キャッシュ゜リミットの対象となったため，改良されないまま放置された
所が数多く発生した（1977年緑書後に若干の改善が見られるが)。次に土
地買収費（Ｉ③）についてふると，1975年から1979年にかけて，その支出
は1/５にまで縮減した。この間の地価上昇を考慮にいれると実質的には削
減の効果はこれ以上であろう。また1975年コミュニティ土地法と翌年の開
発用地法（DevelopmentLandAct）によって，①段階的に100％まで開
発用地税を引上げることによって開発利益の完全公有化を図りつつ，②こ
の税が免税されるコミュニティ土地機構（CommunityLandScheme）
の開発地取得を促進することが意図されていたが，この土地公有化政策も
失敗に帰した(,)。
第２に，公営住宅の新規建設に対する支出（Ｉ①）は，前述のように
1977年以降，削減の対象となったため急激に減少していった。さらに1977
年の緑書発表後には一段と削減され，1979年には支出のピーク時である
1976年の約57％にまで落ち込んだ。そのため公営住宅建設着工数も，１９７５
年の17万3,800戸から79年には８万100戸と半数以下に落ち込永，1979年の
公営住宅建設数は1930年代以来の最低水準を記録した('0)。
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表２４地方公営住宅売却戸数
（イングランド・ウェールズ）
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年｜売却戸数Ⅲ年｜売却戸数
■霧Ｉ1970 1971 1972 1973 1974 1975 '976 1977 1978 1979 1980 1981 ５，７９３ １３，０２０ ３０，０４５ ４１，６６５ 81,485 102,825 
[出所］Forrest，Ｒ＆Murie，Ａ［1988］ｐ、１１０．
第３に，先に見た緑書の方針を反映して，住宅組合に対する支出・補助
金（Ｉ⑥＋Ｖ④)，私的住宅所有者への改良補助金(Ｉ⑦)，修繕支出（Ｉ②）
には大幅な削減は見られないが，その動向はせいぜい現状維持にとどまっ
ている。これに対して注目すべきは，サッチャー政権の公営住宅売却政策
に先行して，1977年以降，公営住宅の売却が進んだことである。表24は，
そのことを明確に示している。またこれを反映して1977年以降，売却収入
（Ⅲ③）の伸びも著しい（表２３)。前述のように，１９７７年の緑書『住宅政
策｣は,条件付きで公営住宅の売却を容認したが，さらに1977～78年の地方
選挙における保守党の勝利は，こうした動きを加速させていった。すでに
1957年住宅法第104条は，次の３つの条件，すなわち，①市場価格での売
却，②５年以内に売却する場合，当該カウンシルに再売却することを義務
付けたうえで，市場価格の20％を割引きする，③当該カウンシルが再購入
する意志がない場合，購入価格と改良投資額を合算した価格より低い価格
で売却する，という条件の下で，公営住宅を居住者に売却する権限を地方
政府に付与していた('1)。保守党系を中心とする地方当局は，この条項を
利用して公営住宅売却を進めていったのである。
第４に，キャッシュ・リミット導入に伴う資本支出削減が急速に進行し
たのとは対照的に，経常支出とりわけ各種補助金・助成金は，1976年以降
も削減を免れるか増加傾向にあった。まずＨＲＡに対する国の住宅助成金
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(表23のＶ①）は，1977年に一旦低下するもののその後は着実に増加を続け
た。先述のように，「社会契約」に基づいて，住宅助成金の中の特別要素は，
1975年度中の家賃抑制のために支払われた。しかし1976年のキャッシュ・
リミットの導入とともに方向は逆転した。７６年度の場合，この特別要素補
助金は，逆にＨＲＡの赤字削減と一般レイト基金からの繰入金縮減のため
に使用され，事実上，家賃上昇を条件にして交付されていった。以後，労
働党政府は，高インフレ率の下での住宅コストの上昇に対して，家賃引上
表２５イングランド地方当局の住宅歳入会計
（単位：100万ポンド，カッコ内は％）
1976/7711977/7811978/7911979/8０ 
支出
ＩＦ'iijli 199.8 （6.9） 187.4 （6.5） 555.1 （19.2） 
195.7 
（6.7） 
1,651.8 
（57.0） 
238.6 
（6.6） 
233.7 
（6.5） 
690.8 
（19.1） 
218.9 
（6.1） 
2,119.2 
（58.7） 
159.2 
（7.1） 
130.7 
（5.8） 
372.2 
（16.6） 
150.8 
（6.7） 
1,345.8 
（60.2） 
178.0 
（7.2） 
157.3 
（6.4） 
451.3 
（18.4） 
178.1 
（7.2） 
1,399.2 
（56.9） 
1．管理運営費
２…仁:窯：
支出総額 3,610.9 
（100.0） 
2,457.1 
（100.0） 
2,898.4 
（100.0） 
2,236.7 
（100.0） 
収入
１．住宅家賃収入
（家賃補助を除く）
２．その他賃貸料収入
1,069.0 
（42.4） 
４４．３ 
（1.8） 
1,082.1 
（42.9） 
232.0 
（9.2） 
９０．４ 
1,176.5 
（40.4） 
４９．１ 
（1.7） 
1,255.8 
（43.1） 
293.7 
（10.1） 
133.1 
1,311.0 
（36.9） 
５１．２ 
（1.4） 
1,558.2 
（43.9） 
429.9 
（12.1） 
188.9 
930.1 
（41.1） 
３７．６ 
（1.7） 
993.6 
（43.9） 
217.9 
（9.6） 
７８．１ 
3．政府助成金・補助金
4．一般レイト基金繰入
5．その他収入
収入総額 2,523.3 
（100.0） 
2,913.0 
（100.0） 
3,548.6 
（100.0） 
2,261.3 
（100.0） 
[出所］DOE，Ｌｏｃａノ０ozﾉeγ"腕e"/ＦＹ"α"ｃｊａノＳｆα/is"Cs：助glcz"‘α"ｄ
ＷＵｚＪｅｓ各年版より作成
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げと補助金の増大を余儀なくされていった。表25からも明らかなように，
1975/6年度まで見られたＨＲＡにおける家賃収入の低下と国庫補助金の比
率の上昇という傾向は止まり，1976/7年度以降，家賃収入は約４割，補助
金は約43～44％という比率を保ちながらともに増加していったのである。
さらに重要な点は，一定の資格要件を満たせば自動的に支出が増大して
ゆく非裁量的な補助金・助成金も，（オイル・ショックの影響で急激な膨
張が生じた1974/5年度前後を除いて考えると）ほぼ着実に増加している点
である。前述のように，家賃補助，家賃手当および選択的モーゲッジ助成
金は，その非裁量的性格ゆえに，キャッシュ・リミットから除外されてい
た（表９参照)。またモーゲッジ利子減税は租税支出であるため，もとも
とキャッシュ・リミットの対象外であった。すでに見たように，このモー
ゲッジ利子減税は，キャピタル。ゲイン税の減免税を加えると，個人関連
の租税支出中，人的控除につぐ大きさを持っていた（表10参照)。
以上を見ればわかるように，公共支出統制政策と緑書「住宅政策』によ
って，「社会契約」に基づく公営住宅の大量建設・民間住宅の買収＝市営
化・土地公有化などの政策は大きく後退する一方，各種補助金・助成金は
着実に増加するという対照的な結果がもたらされたのである。このことに
よって，各種補助金・助成金の増大がもたらす｢公平｣の問題，すなわち公
共部門と私的部門（特に持家部門）の間における公的資金の配分上の「公
平」という問題を検討せざるをえない状況が作り出されたのである。緑書
『住宅政策」は，結果的に若干の修正をほどこした上で，各種補助金制度
の現状維持を勧告したが，その過程で，両部門の配分上の公平とそれにま
つわる各種代替案の検討を行なっている。いま一度，緑書に立返って，こ
の問題について見てみよう。
４．緑書『住宅政策」と住宅助成金政策
緑書『住宅政策』は，まず現行の住宅一般助成制度（主に公営住宅への
住宅助成金とモーゲッジ利子減税）に対する４つの代替案を検討の対象に
350 
あげる（ＤＯＥ［1977ｃ］Ｐ３３)。最初の３つ代替案は，現行制度の廃止な
いし大幅削減を前提とするものである。すなわち第１は，家賃補助および
家賃手当の拡大案であり，第２は，普遍的な対個人均一住宅手当（univer‐
salHatratepersonalhousingallowance）案であり，第３は，住宅の
現在価値に応じて全世帯主（持家居住者にも借家人にいに支払う粗住宅
支払（grosshousingpayments）案である。最後は，現行制度の基本的
枠組承を前提にして,より公平かつ効率的に配分方法を改善する案である。
緑書は，こうした代替案が出てくる背景として，つぎのような現行住宅
補助金制度の問題点をあげる。すなわち一般助成の増加は，第１に，世帯
の所得（支払能力）に応じて支払われておらず，第２に，住宅への過剰投
資と住宅資源の浪費的利用を導き，住宅に対する不合理な期待と人為的不
足を創出し,したがって第３に,現在の土地・住宅所有者によってより高い
土地。住宅価格を課すことを可能にしているという問題点である（ID/d､，
p、３２)。しかし緑書は，現行制度の廃止ないし大幅削減を前提とする代替
案について，これらの問題点を解決する側面を持っていることを認めるも
のの，いくつかの難点ゆえに採用しえないとして退けている。
まず第１の家賃補助および家賃手当の拡大案('2)に関しては，①この給
付が持家居住者に拡大されるなら，現行住宅一般助成制度の廃止・効率化
による減税の効果は，それに見合う給付の増大によって相殺されてしま
う。②もし持家居住者への給付拡大が行なわれなければ，住宅投資の低下
を招く。③確かに，この案は所得配分上の「公平」を満たすが，所得調査
（income-testing）を不可欠の条件としており，社会的スティグマや「貧
困のわな」といった別の問題を引き起こす，といった問題点をあげて，そ
の採用を拒否する（ルノ。，ｐ、３３)。
第２の普遍的均一住宅手当('3)案については，①この手当が所得税の対
象となることによって，ミーンズ・テストを課さずに，高所得者から所得
に応じて手当を再徴収（clawback）することができるが，助成を必要と
しない者から完全に再徴収することは不可能であり，その所得再分配的効
公共支出統制政策とイギリス地方財政３５１
果にも限界がある，②住宅以外に使用されてもチェックしえない，③多数
の境界的ケース（例えば独立して住ふたい独身者や十分な住宅資金を持つ
者）が存在するため，受給資格を定義することが困難である，④個別の住
宅ニーズとコストに連動させて給付水準を設定しえないため，コストに対
する給付率という点からふると不平等が生ずる，といった欠陥をあげて，
この案も否定する（Ibjd.，pp33-34)。
第３の住宅の現在価値に基づく住宅給付という案に対しても，①持家の
帰属家賃と公営住宅の「市場」家賃を評価することは極めて困難である。
仮に可能であるとしても，行政的には複雑でコストがかかる，②より高い
給付を行なえば，「市場」機構に基づく住宅資源の配分というこの案本来
の目的が損われ，給付を引下げれば住宅投資が低下し住宅ニーズを満たし
えなくなる，③この変更によって，家計の住宅予算を大きく変化させ，不
確実性を生じざせ住宅「市場」を混乱させる，といった問題点をあげて拒
否している（Ｉｂｊｄ，ｐ、３５)。
理論的にいえば，住宅の純現在価値を計算するには，住宅の耐用期間に
おける利子率・住宅価格・課税水準（および課税政策）を仮定し，その帰
属所得を利子率で資本還元して求めねばならない。確かに現行のモーゲッ
ジは，利子の前倒し割当のため住宅コストが初期に集中し実質コストは漸
次減少してしまうという難点を持つが，これを理論的な資本価値評価に改
めることは現実的には不可能である。イギリスの場合，住宅耐用期間は通
常60年間に想定されるため，利子率などの初期値の設定によって結果は大
きく異なってしまうからである。さらに帰属所得そのものの評価が極めて
人為的・盗意的なものにならざるをえないという根本的問題を抱えてい
る。1963年に帰属家賃課税が廃止され，先述のようにレイト課税評価額の
再評価がほぼ10年に一度でしか↓十分に行なわれなかったことを勘案すれ
ば，そのフィージビリティは非常に低いと言えよう。しかも公営住宅の場
合，これを収益資産（profitmakingasset）と想定すること自体が社会
的に妥当であるか否かという問題に加えて，次善の代替措置として考えら
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れる民間借家との比較も，民間借家の住宅ストックに占める割合が約14％
（1978年）にまで落ち込んでいる以上，その評価も極めて人為的なものと
ならざるをえないであろう。ともあれ，緑書『住宅政策』は，以上のよう
な理由から３つの代替案をすべて拒否した。したがって結局，緑書が選択
した代替案は，最後の案すなわち現行助成制度の存続を前提とした改良案
となった。
緑書は，こうした立場にたって，まず1975年法によって導入された公営
住宅に対する住宅助成金の問題点を，次のように指摘する。第１に，先述
の助成金の５つの要素の中，「基礎要素」は，1974/5年度の助成金受給額
を統合した固定額であるため，その後の変化とく財源とニーズ＞の地域的
多様性を反映していない。とくに，①その後，債務負担が借家人の所得に
比して低下している地方当局や②現在，小規模の投資プログラムしか持っ
ていない地方当局に有利に配分されることになる。第２に，「新資本コス
ト要素」は，借入金費用の固定比率（2/3）で補助されるが,実際には家賃
と利子費のプール制のために，この要素がカヴァーする借入金の範囲が特
定されない。ＨＲＡの利子負担はプールされているため，新規投資と住宅
ストックの築後年数構成の違いによって地域毎にその負担構造は異なるか
らである。（１Ｍ！.，ｐ８２)。
緑書は，このような現行制度の硬直性を克服するために，①住宅コスト
の定期的な評価に基づいて，コストと合理的地方負担（家賃収入十レイト
基金繰入）の差額を補填し，②それをＨＩＰとリンクさせつつ毎年調整し
てゆく新助成金制度を提案した。より具体的には，①助成金の起点を前年
度の助成金受給資格額におき，②毎年，翌年度の「助成金を受けられる超
過支出（維持運営費を含む)」の計算ベースと「コストに対する地方負担」
の増加の適正レベルについて，地方当局との協議のうえ決定し，③もし認
められた超過支出が「地方負担」の増加を越えるなら,助成金受給資格額は
増額される仕組糸となる。さらに緑書は，この新助成金システムを踏まえ
て，最低助成金受給資格額（minimumsubsidyentitlement）を設定し，
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それと基礎税率でのモーゲヅジ利子減税額をリンクさせることによって，
公共部門と私的部門のバランスを図ろうとした（１６Ｍ.，ｐｐ、82-83)('4)。
しかし一方，新規持家購入者に対するモーゲッジ利子減税に対しては，
緑書は，その廃止論・削減論に対する反論に終始し，何等の具体的改革案
も提示しなかった。すでに1970年代に入って，労働党内部では，モーゲッ
ジ利子減税が高所得者に有利に作用し，土地・住宅価格を引上げていると
の理由から，高税率でのモーゲッジ利子減税を廃止する主張が強まってい
た。そして，その具体案として「普遍的モーゲッジ助成金（universal
mortgagesubsidyscheme)」が1973年に提案され，1976年の労働党プ
ログラムにも組込まれた。それは，①減税額を基礎税率適用のみに限定し，
②モーゲッジ利子減税の貢替えへの適用をやめて「単一年賦金モーゲヅジ
（singleannuitymortgage)」の形式を採用し，③減税対象ローン額を
25,000ポンドに制限するといった内容を含んでいた('5)。緑書は，この労
働党大会決定に対する反論を行なったのである。
まず緑書は，帰属家賃課税が廃止されている以上，モーゲッジ利子減税
はバランスの欠けた住宅購入者への特別助成となっているという批判に対
して，1974年改革の実現を強調する。すなわち74年改革によって，①住宅
目的以外の個人借入金の利子減税の廃止，②減税の利用可能な住宅ローン
上限額25,000ポンドの設定，③セカンド・ホームに対する減税の停止が実
現され，減税に対する制限措置が導入されているとする（１Ｍ！.，ｐ３７)。
つぎに，①「単一年賦金モーゲッジ」案および②減税額を基礎税率に制
限する案に対しては，第１に，仕事の転換による移動を抑制する効果を持
ち，第２に，インフレに伴うブラケット・クリープゆえに，高い税率の適
用で減税の利益を受けている者は，実際には「中位」の所得者であり，か
ならずしも高所得者に限定されない，第３に，現行制度を前提に人含の期
待は形成されており，その削減は住宅市場の撹乱と投資低下を招く，第４
に，「単一年賦金モーゲッジ」の場合，全ての個人のモーゲヅジを記録す
る必要性が出てくるために行政事務が複雑化する，として緑書は反対して
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いる（IML，ｐｐ、38-39)。このように緑書「住宅政策」は，モーゲッジ利
子減税の廃止・縮小に対して反対し，現行制度の継続を主張し，そして先
述のように，中・低所得者に対するモーゲッジ利子減税の機会拡大によっ
て，住宅ニーズの充足と「平等化」を図ろうとしたのであるｕ`)。
５．住宅助成金と「公平」基準をめぐる対立
このように緑書『住宅政策」は，現行制度に対する代替案の検討を余儀
なくされたが，結局，公営住宅に対する住宅助成金について一定の改革案
を提示したものの,ほぼ現状追認的な結果に終わった。しかし,それで問題
が解決されたわけではない。むしろ各種の補助金支出の正統性と配分上の
「公正」について，対立が深まったと考えられるからである。ここで容易
に想像がつくのは，伝統的に持家政策を重視してきた保守党が市場原理に
基づく効率性を主張し，公営住宅政策を重視してきた労働党が所得分配上
の公平を主張するという対抗図である。そうした－面があることも否定し
えないが，現実の問題は，公平と効率性のトレード。オフといった単純な
関係では処理しえない。持家政策，公営住宅政策いずれもが，公平性も効
率性も十分に満たしえない状況にあったからである。
まず所得配分上の観点から見たモーゲッジ利子減税の問題点を列挙する
と，
①モーゲッジ利子減税は，モーゲッジ利子支払額が所得から控除され
る制度である。そのため25,000ポンドという上限額があるものの，モ
ーゲッジの規模が大きいほど，また所得税の適用限界税率が高いほど
減税額が大きくなる仕組糸となっている。したがって所得水準が高い
持家購入者ほど減税額も大きくなってゆく。
②包括的所得税の立場から見ると，住宅ローンの利子控除が与えられ
るのなら，帰属家賃課税とキャピタル･ゲイン課税が行なわれなけれ
ば，賃貸住宅借家人との公平は保てない。しかし1963年に帰属家賃課
税は廃止され，キャピタル・ゲイン課税は１エーカー以下の居住用住
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宅は免税されている。
③したがって前倒し割当によってモーゲッジを設定すれば，利子率が
安定的で貨幣所得が着実に増加してゆけば，持家購入者の実質コスト
負担は減少してゆき，さらに譲渡・買替えによってキャピタル・ゲイ
ンが手元に残ってゆく。他方，公営住宅借家人の場合は，プールされ
た家賃が課されるため，こうした負担の逓減は生じず，またキャピタ
ル・ゲインも残らない。
だが公営住宅に対する住宅助成金も必ずしも所得再配分的とは言えず，
問題は単純ではない。
①住宅助成金やレイト基金繰入は，ＨＲＡの建設費用（公債元利費）
と運営維持費に対する一般助成であって，モーゲッジ利子減税とは異
なり，借家人に及ぼす効果は間接的である。住宅助成金は借家人全体
に一様に支出され，所得額に連動しているわけではない。
②家賃補助の方は，所得連関的に支給されるが，個人別所得調査の問
題を伴う。
さらに公営住宅への住宅助成金に対しては，資源配分上の効率性を損ね
るという批判が向けられる。住宅助成金によって赤字が補填されるため，
コスト効率性が軽視されて住宅への「過剰」投資が導かれ，資源配分上の
歪みが作り出されているとされるのである。しかし，ここでも現実の政策
問題は錯綜している。保守党側が主張するモーゲッジ利子減税の拡大も，
資源配分上の観点からすれば，同様に住宅への「過剰」投資を導き，土地。
住宅価格の上昇を招くからである。
仮に，公的助成と公的介入を廃止するという立場にたっても問題は残ら
ざるをえない。これらの一般助成を全廃することによって確かに減税でき
るが，その減税の利益によって，住宅市場が人灸の住宅ニーズを満たしう
るように調整されるかどうかは疑わしい。緑書が指摘するように，住宅投
資を減少させて基本的住宅ニーズを充足できなくなる可能性も否定できな
いからである。さらに公営住宅民営化の場合も，①もしモーゲッジ利子減
３５６ 
税力:存続するならば，隠れた租税支出の増大によって実質的な財政の効率
化が必ずしも達成されるとは言えず，②また新しい良好な条件の住宅から
売却されてゆくことになり，すでに減価償却のすんだ老朽住宅が，売却さ
れた住宅のコスト負担を負い続けるという新たな不平等の可能性も出てく
る。もちろん，それは売却価格水準の設定，売却収入の使途，地方公営住
宅の築後年数構成などに依存するが，通常公営住宅借家人は持家を購入で
きるほど所得が高くないため，売却価格を市場価格水準に設定することは
難しいと考えられるのである。
このように，住宅助成金もモーゲッジ利子減税も，ともに公平性も効率
性も満たす状況にはなく，緑書がその根本的改革を回避したために，持家
政策を重視するか公営住宅政策を重視するかという政策選択の問題は，結
局のところ保守党の「資産所有民主主義（propertyowingdemocracy)」
をとるのか労働党の「平等主義（egalitarianism)」をとるのかという政
治的価値判断の選択に帰着せざるをえない状況が作り出されていったので
ある。
こうした状況の下で,緑書が唯一提示したのは,住宅助成金の最低受給資
格額と基礎税率でのモーゲッジ利子減税額をリンクさせることによって，
公私両部門の受給資格者集団（clientgroups）の間で，公共支出配分の
｢平等化」を図ろうとする案であった。確かに事実として，１人あたり支出
額で見ると，持家購入者と公営住宅借家人に対する公共支出はほぼ均等に
表２６一般助成額（1975/76年）
(1976/77年価格）
額 一人当たりの額数
地方公営住宅借家人
（England＆Wales） 
全持家居住者（ｕＫ.）
一
Ｐ
ｌ
Ｐ
ｌ
戸
万
万
万
０
０
０
 
７
０
９
 
４
０
５
 
１
 
915百万ポンド
1,100百万ポンド
1,100百万ポンド
195ポンド
110ポンド
185ポンドモーゲッジによる住宅全体
（ｕＫ） 
[出所］ＤＯＥ［1977c］ｐ、４０．
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配分されていた（表26)。緑書の提案は，この公共支出の平等（equality
●●●● 
ofpublicexpenditure）を制度的に保障してゆこうとするものであった
と考えられる。しかしこの「平等化」は，本質的な意味で客観的基準の
欠けた暫定的なものにすぎない。持家購入者と公営住宅借家人の住宅コス
トについて比較可能な容観的ベースが欠如しているからである。
まず第１に，前述のように，モーゲヅジ利子減税は個人に直接与えられ
るのに対し，公営住宅に対する住宅助成金は借家人に間接的に支給される
ために個人に帰着できない。また前者は，モーゲッジの規模・適用税率に
よって左右されるが，後者は借家人全体に均一に及ぶ。したがって最低受
給額をそろえても，最低額以上については，両者の制度が全く異なるため
受給額は所得にも住宅コストにも連動しない。第２に，持家部門では，前
倒し割当によるモーゲッジであるのに加え，帰属家賃課税とキャピタル・
ゲイン課税が欠如している一方，公営住宅部門ではプール制による歴史的
コスト（historiccost）によって家賃が決まっており，両者の費用負担を
比較する基礎に欠けている。第３に，理論的には受給額の資本価値をとる
ことはできるが，前述した理由から実際上の計測はきわめて困難である。
したがって，この「公共支出の平等」によって「機会均等」も「結果の平
等」も保障される可能性は乏しいと言えるだろう。
だが平等化の基準という点からみると，問題はより根本的である。第１
に，もし緑書の述べるように，住宅の絶対的不足が解消され，また住宅水
準の向上とニーズの多様化が進んでいるとすれば，住宅ニーズのミニマム
水準をどこに設定し，公共部門がどこまで責任を負うべきかという問題に
ついて客観的基準を提示し，政治的コンセンサスを得ることは非常に困難
となるからである。さらに第２に，公私の役割分担が不分明になってゆく
状況の下で，インフレに伴う住宅助成金と税負担の増大が続けば，サービ
ス受給者と税負担者の利害対立が引き起こされる。公共住宅ニーズが特定
地域（インナー・シティ地域）に集中していれば，それは地域間の利害対
立にも波及せざるをえない。そのため，公共支出によって得られる便益と
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その削減によって得られる減税の利益が絶えず比較較量されねばならなく
なる。両部門の受給最低額のリンクと「公共支出の平等」という基準は，
こうした状況に耐えうるものとはなりえない。
しかし問題は，住宅助成金だけにどとまらない。ＲＳＧを中心とする補
助金制度全体についても，同様の事態が発生したからである。特にＲＳＧ
は，公共支出統制政策の直接的対象とされる中で，地域間均等化を達成す
るための「公平」基準の設定が困難となり，その制度的歪糸を拡大させて
いった。
（１）この制度の内容については，Balcin，Ｐ.Ｎ、［1981］pp38-41；住宅金融
公庫監修［1986］175,188頁を参照。
（２）ＤＯＥ［1977c］ｐｌ８；Kilroy，Ｂ､，“PublicExpenditureonHousing,'， 
ｉｎWalker，Ａ，（ed.）［1982］ｐ、１２２．
（３）ＤＯＥ［1977c］ｐ２７＆ｐ、８２；Headey，Ｂ・［1978］ｐ、161；Balcin，
Ｐ.Ｎ・［1981］ｐｌ２１；高橋誠［1978］255-87頁。
（４）ＤＯＥ［1977c］ｐ,４＆ｐ、１１．しかし，こうした環境省の認識に対して，
キルロイは住宅の老朽化，世帯数の増加，住宅水準に対する要求の高まりと
いった要因が十分に考慮されておらず，環境省は住宅需要を一定と仮定して
いると批判している（Kilroy，Ｂ､，ｏＰ．ｃ〃.，ｐｐ、13633)。
（５）その内容については，Balcin，Ｐ.Ｎ［1981］ｐｐ、53-54；住宅金融公庫監
修［1986］190-91頁を参照。
（６）1974年住宅法で，住宅公社に登録された住宅組合だけに限定して新しい公
的助成制度が導入され,住宅組合活動は急速に成長した。その後の３年間で，
住宅組合による新規建設が約10万ユニット，再生・転換が５万ユニット以上
なされた。それ以前の３年間では，両者合せて約４万ユニットにすぎなかっ
た（ＤＯＥ［1977c］ｐ､２０)。
（７）この時期の住宅助成金の配分過程については，Kilroy，Ｂ､，ＯＡＣが.，ｐ、
１１４＆ｐ、１３２；Balcin，Ｐ.Ｎ［1981］ｐ、１２５；Hepworth，Ｎ・Ｐ．［1980］
ｐｐ，187-88；Glennerster，Ｈ、［1985］ｐｐ２０３－４などを参照。
（８）Balcin，Ｐ.Ｎ［1981］ｐ、102；Kilroy，Ｂ､，ｏＰ．ｃ〃.，ｐ、１２９．
（９）高橋誠［1982］116-17頁。なおコミュニティ士地法に関しては，CIPＦＡ
［1975］も参照。
(10）Forrest，Ｒ、＆Murie，Ａ［1988］ｐｌＯ９；Balcin，Ｐ.Ｎ、［1981］ｐ、
１２３． 
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(11）Balcin，Ｐ.Ｎ・［1981］ppl30-36;－[1985］ｐｐ､181-82．
(12）サッチャー政権下の1982年「社会保障および住宅給付法(SocialSecurity
andHousingBenefitAct)」の制定に相前後して，CIPＦＡやDonnison，
，.Ｖ，＆Ungerson，Ｃらによって，より包括的なミーンズ・テスト付き住
宅給付案が提示されている（Glennerster，Ｈ、［1985］ｐ207)。
(13）こうした見地にたつ者に，労働党住宅政策グループのLansley，Ｓ・がい
る（G1ennerster，Ｈ、［1985］pp206-7)。
(14）緑書は，この他に，追加借入れによる廷払い方式と全国的家賃プール制に
ついて検討しているが，いずれも拒否している（ＤＯＥ［1977c］pp85-86)。
(15）Balcin，ＰＮ．［1981］ｐｐ,41-42． 
(16）キルロイは）緑書『住宅政策』がモーゲッジ利子減税制度の基本的改革を
拒否したとして，系統的改良（organicreform）を提案した。それは，①高
所得水準の利子減税に対する全体の約10％削減と普遍的選択モーゲッジ
（universaloptionmortgage）の導入，②減税対象となるモーゲッジ上限
額の引下げ，③長期モーゲッジ設定者に対する逓減的な減税率の設定，④単
一年賦金モーゲッジの導入という段階的改革案であった。同時に，彼は，こ
のモーゲッジ利子減税の支出を賄うために，キャピタル・ゲイン税と資産移
転税の課税を提案している（Balcin，ＰＮ．［1981］pp41-42)。
Ⅳ。補助金改革の挫折と制度的歪みの拡大
１．ＲＳＧの欠陥に対するレイフィールド委員会の認識
イギリス地方財政は，1970年前後から急膨張していったが，1970年代半
ば以降，オイル・ショックによる急激なインフレと1974年２月の地方行政
組織の改編（特にMetropolitanCountyCouncilをはじめとする二層
の地方制度の導入）とが重なったため，一層のレイト税率の急上昇と補助
金の増大に直面せざるをえなかった。Ⅱの終りで示唆したように，1960年
代の地方財政を支えてきた制度的枠組糸は，もはや限界に達していた。
これに対して，労働党政府は1974年６月にレイフィールド委員会(Lay‐
fieldCommittee）を発足させて本格的な調査と審議を進めていたが，
1976年５月にその報告書(1)が発表された｡その主要な勧告について見ると，
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まず委員会は，政府に対して，①国庫補助金を強化し，中央政府が最終的
に財政責任を負う中央責任型の運営方式と②地方の財政責任と地方民主主
義を強化するために，地方新財源を導入して地方の自主決定権を高めてゆ
く地方責任型の運営方式の中，どちらの方式をとるのかという最も基本的
な問題に対する選択を求めた。委員会の多数派は地方財政責任を尊重する
立場から後者を支持し，さらに具体的な制度改革として，①新財源として
の地方所得税の導入，②レイト課税標準の評価ベースの賃貸価格から資本
価値への切替え，および３年毎の再評価（また農業用資産免税の廃止・国
有資産課税方式の改定・直接賦課方式・分割納入制度・小規模企業への減
税),③従来のＲＳＧの需要要素と財源要素を統合した統合補助金(Unitary
Grant）の導入，特定補助金の一般補助金化，そして統合補助金の財政調
整基準のレイト課税評価額から個人所得への切替え（ただし配分ベースは
前年度に設定する)，④会計監査制度の改善，などを提案した。このように
報告書は地方財政全般にわたる包括的なものであったが，ここでは本稿と
の関連で最も重要な補助金改革に絞って委員会の主張を見てふよう。
２．ＲＳＧの欠陥に対するレイフィールド委員会の認識
さてＲＳＧは，①財源要素（resourceelement)，ニーズ要素（need
element)，③住宅レイト軽減要素（domesticelement）の３つの要素か
ら構成されている。①は，全国標準以下の課税ペースしか持たない地方当
局の課税ベース不足分を補填することによって，地方当局間の歳入調達能
力の不均衡を是正する。②は，全国標準以上の支出ニーズを持つ地方当局
に財源を保障することによって，全ての地方当局に対して同じ地方税率で
基本的支出ニーズを満たすことができるように均等化を図る。③は住宅レ
イトの負担軽減を図ることを目的としている。
報告書は，図４を用いて，当時のＲＳＧの配分システムを簡単なモデル
にして説明を加えている（ＤＯＥ［1976］pp460-62)。すなわちｊ当局が
受けるＲＳＧ額Ｇは，住宅レイト軽減要素を除いて考えると，①標準課
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図４ＲＳＧにおける補助金配分メカニズム
税ベースＢ（標準レイト課税評価額Ｂ）からｊ当局の課税ベースＢｉを差
引いた課税ベース不足額に，標準ポンド当たり税率『を乗じて求められる
財源要素と，②ノ当局の支出ニーズ評価肌から標準支出ニーズ／Ｖを差
引した支出ニーズ超過分を基準収入（標準課税ベースＢ×標準ポンド当た
り税率のに乗じたﾆｰｽﾞ要素の2つの部分からなる｡これを式に表わす
と，Ｇ＝(Ｂ－Ｂｉ)『＋ＱＶｉ－Ｎ)Ｂ/となる。なおニーズ要素配分に標準税率
ｵを用いるのは，もし代わりに/当局自身の税率ｊｉを用いると，ｊ当局は
税率内を引き上げれば上げるほど，より多くのニーズ要素補助金を受け
られることになってしまうからである。つまり標準税率tを用いるのは，
同じ課税ペースを持つ地方当局に関して，その支出ニーズを充足するのに
同じ１人当たり収入額（地方税収十財源補助金）ですむように均等化する
ためである。
では図４にしたがって,この配分式の意味を具体的に見てみよう。まず，
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この図では，標準１人当たり課税ベースをＣ当局の課税ペース１５０ポンド
にとり，標準ポンド当たり税率を30ペンス（ＩＤにとっている（したがっ
て基準収入額は150×0.3＝４５ポンドとなる)。Ａ当局およびＢ当局は，標
準以下の課税ペースしか持たないので，財源要素補助金を受ける。その額
は，Ａ，Ｂ当局の各々が30ペンスの標準税率で徴収しうる税収（斜線部分）
と基準収入額45ポンドの差額（黒塗り部分）となる。一方Ｄ当局は，課税
ペースが標準以上なので，４５ポンドの基準収入額を得るのに22.5ペンスの
税率ですむ。つまり財源要素の配分は部分均等化にとどまっている。
これに対して，ニーズ要素は，Ｂ当局の最低支出ニーズ水準以上は全て
支給されており，完全均等化（fullequalisation）の形となっている。し
かしニーズ要素は，ニーズ均等化に必要とされる以上の額が支給されてい
る。各地方当局レベルで見ると，最低支出ニーズ水準70ポンドと基準収入
額45ポンドの差額（つまり25ポンド分）が追加的に支給される形となって
いる。この部分は，本来，標準課税ベースを持つＣ当局が最低支出ニーズ
水準70ポンドを充足するのに必要な標準税率（、）を30ペンス（Ｚ）に引
下げる効果をもっており，その効果は，標準課税ベース以上のＤ当局を含
めた全地方当局に一律に及んでいる。しかも実際には，この部分は，ほぼ
人口に比例して配分されるため，人口が多く課税ベースが断然豊かな都市
地域（とりわけロンドン）に有利に働くことになる。
では各地方当局が地方税率を引き上げて，評価された支出ニーズを越え
て（あるいは下回って）支出する場合の補助金配分はどうなるのであろう
か。この場合を,Ｂ当局を例にあげて示したのが図５である。この図では，
Ｂ当局が受けるニーズ要素補助金額をＫ＝Ｒとして，それを越える支出に
いては，基準収入額を満たす際の財源要素補助金と地方税収の比率（Ｂ－
Ｂｉ）：Ｂｉと同じ比率で，補助金と地方税収が増額されてゆくように設定さ
れている。すなわちノ当局の実際の支出額をＥｉとすると，支出ニーズを
越えた支出分に支給される財源要素補助金Ｇ′の配分額は，Ｇ'＝(Ｅｉ－
(ｊＶｉ－１Ｖ)万')×(Ｆ－Ｂｉ)/Ｂとなる。これは，同じ１人当たり支出増加額
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図５Ｂ当局に対するＲＳＧ配分メカニズム
に対して，全地方当局が同じ地方税率の上昇となるようにすることによっ
て，課税ベースの豊かな地方当局だけが相対的に低い税率引上げで支出増
加が可能になるという事態を回避するための措置である（Ibjci，ｐｐ､463-
64)。
では，報告書は，このような仕組承をもつ現行ＲＳＧ制度について，その
欠陥をどのように認識していたのであろうか。
まず第１に，課税ベース（課税能力）の正確な測定が財源要素配分の基
礎となるが，現状のレイト課税評価額は客観性に欠けているとする。例え
ば同じ住宅であっても，地域間でその課税評価額が著しく異なる（最大で
2.5倍の開きがある）ため，同じ標準のサービスを受けていてもレイト課
税額が大きく異なるという結果をもたらしているのである。そのため報告
書は，レイト課税評価額に代えて，個人所得を課税ベースの測定単位とし
て採用することを勧告している（１６Ｍ，ｐ、221)。
第２に，財源要素の配分が，ニーズ要素の配分と切り離されて独自に計
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算されているために，様戈な問題が発生しているとする。まず，財源要素
の均等化のために，1974/5年度からＲＳＧ中の財源要素の比率を高め，１
●ＣＯ● 
人当たり標準レイト課税評価額を人為的に実際の標準より高い水準に設定
せざるをえなかった点があげられる。1976/7年にはそれを１７６ポンドに設
定したため，財源要素補助金を受けない地方当局はロンドンを中心にわず
か26にとどまった（Ibj`.，ｐ456)。確かに標準税率を引下げずに標準課税
ベースを引上げることは，それ自体，財源要素による均等化の範囲を拡大
させる。それまで標準課税ベース以上であった地方当局（図４ではＤ当局
のケース）は，それまで与えられていた追加分のニーズ要素補助金を削減
されるからである。しかし現実には，ロンドンのレイト課税評価額が他地
域と比べてかなり高いため，依然として有利な扱いのまま残された。ニー
ズ要素とは別に財源要素を計算するシステムを前提とすると，課税ペース
の豊かな地方当局から貧困な当局に，地方当局間で再配分（clawback）
を行なわないかぎり完全均等化は達成されない。しかし，それは大きな政
治的対立を引き起こすであろう。
つぎにより重要な点は，ニーズ要素と財源要素を同時的に調整しないた
め,支出ニーズ水準を越えて支出を増加させる場合,ポンド当たり税率を引
き上げれば，より多額の財源要素補助金を受けることになるという点であ
る。確かに先述のように，全ての地方当局にとって同率の地方税率の増加
となるが,地方当局がよりサービス水準を向上させたいと思えば,この追加
的補助金によって追加的供給部分のコストを引き下げてゆくことに変わり
はない。それが規模の経済が働く事業あるいは費用逓減的事業に向けられ
れば，一層の限界費用の減少とサービス水準の向上をもたらすことができ
る。またインフレに備えて過大な支出をした地方当局が過大に補償され，
過小に支出した当局は十分に補償されないため，地方支出の膨張傾向を促
す（Ibid，ｐ､２２４＆ｐ、456)。このことは，次の支出ニーズの評価方法の
問題点と密接にかかわってＲＳＧ配分の累積効果という欠陥を生承出して
ゆく。
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すなわち第３の問題点は，支出ニーズ評価が，現在および過去の支出パタ
ーンの分析から導き出される点である。この方法では，地方当局独自の裁
量的支出と全地方当局共通の支出ニーズとを区別することは事実上困難と
なる。そのため，地方税率上昇による支出増加は，前述のように財源要素
補助金の増加を招き，今度はそれが翌年の支出ニーズ評価にフィードバッ
クしてニーズ要素補助金を増大させるという累積効果をもたらす。したが
って絶えず支出ニーズを越えて支出する高額支出当局ほど有利になる。
さらに過去の支出パターンの分析に基づくかぎり，新たな政策によって
生じた支出ニーズや地域的に多様なニーズを反映しない(2)。また1974年以
降，過去の支出パターンを求めるために回帰分析を使用するようになった
が，要因の選択と加重に政治的判断が入り込むことは避けられず，多様で
新しいニーズを反映させようとすればするほど，その配分式は毎年のよう
に変更され複雑化してゆかざるをえない。それは，公平性という観点から
も地方財政責任制（localaccountability）という観点からも大きな問題
を引き起こす（Ibid.，ｐ、220)。報告書は，これに対して，サービス供給
コストの直接的評価によって支出ニーズを測定する代替案の検討を提起す
る。しかし，この単位費用評価の方法も，①単位費用の地域間コストの違
いに対する評価方法の問題が生じ，さらに②支出ニーズのどれ位の比率が
どのサービスから生じているかについて明示することになるため，特定サ
ービスに関する単位費用の使用は，使途を明示しないブロック補助金の性
格を傷つけてしまうといった弱点がでてくる。結局，報告書は，「現時点
では，過去の支出パターンの検討に基づく方法よりよい支出ニーズの評価
方法はない」（IDjd.，ｐ、234）とする。その後の補助金改革の流れをゑて
も，この支出ニーズの評価方法の問題がＲＳＧ改革の最大のネックであっ
たと言えよう。
第４に，①1974年の二層制の地方政府への再編に伴う課税委託（pre
cept）と②ロンドン独自の内部調整によって，ニーズ要素と財源要素が配
分される地方当局の食違いという問題が生じた。そのためく財源要素配分
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およびニーズ要素配分＞とく個別地方当局の支出・課税水準の決定＞との
連動関係を希薄にしてしまうという結果がもたらされた。まず，①ニーズ
要素補助金は,ノンメトロポリタン・カウンティ，メトロポリタソ・ディス
トリクト，ロンドン・バラに配分され，ノンメトロポリタン・カウンテイ
内のディストリクト，ＧＬＱＭＣＣｓの支出ニーズはそれに間接的に反映
される形式をとっている。他方，②財源要素はレイト課税当局であるノン
メトロポリタン・ディストリクト，メトロポリタン・ディストリクト，ロ
ンドン・バラに配分され，カウンティとGLC，ＭＣＣ，の分は，それに上
乗せされる形となっている。このため，例えばノンメトロポリタソ地域の
場合，カウンティは，自らの支出ニーズだけでなく内部のディストリクト
の支出ニーズも含めた(しかもカウンティ単位で評価された)形で，ニーズ
要素補助金を受け取り,一方,ディストリクトはカウンティの課税委託分も
含めた財源要素補助金を受け取ることになる。したがってディストリクト
で課税されるレイトも，その当局自身の支出ニーズを正確に反映しない。
これによって地方財政責任制は著しく損われてゆく（IbM,ｐ､226)。
さらにロンドンの配分関係は一層錯綜している。ＧＬＣは全バラとシテ
ィに課税委託し，内部ロンドン教育当局（theInnerLondonEducatio‐
nalAuthority）はインナー・ロンドンのバラとシティに課税委託し，そ
して首都警察は全バラに課税委託する。1976/7年の場合を例にとってロン
ドンの補助金の配分方法を見ると，①まず全国レベルのニーズ要素配分の
際に，ロンドンは特別の扱いを受ける。すなわちロンドンの支出ニーズ全
体を全国（ロンドン以外）と比較した上で，ロンドンへのニーズ要素の配
分シェアが決定される。その際，ロンドンのレイト課税評価額が他地域に
比べて著しく高いために住民への課税額が極度に高くなることを回避する
ことが配慮される。そのための調整は，レイト課税評価総額の約1/３の程
度になる。したがってロンドンは他地域に比べてかなり有利な地位に置か
れる。②次にロンドン内外の地方当局の支出を分析して，ニーズ要素に関
する個別当局の配分シェアが決定される。その際，各バラとシティに支払
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われるニーズ要素は，課税委託当局の支出を各バラとシティの支出と仮定
した上で，各バラ毎の支出ニーズ評価がなされ支払われる。③他方，バラ
から課税委託当局への財源要素の支払は，各バラのレイト課税評価額に比
例して行なわれる。それゆえ各バラ段階では，＜支出・課税の決定＞と
く各補助金要素の配分＞との間の直接的関係は失われてしまう（Ibjd,ｐｐ、
230-31)。
第５の問題点は，補助金配分決定の時期の問題である。ＲＳＧの配分決
定が会計年度の数か月前に行なわれ，しかも1974/5年度以降，毎年のよう
に配分式の変更が行なわれたために，地方財政の予算作成と計画化を著し
く困難に陥れていったのである。
３．レイフィールド委員会による統合補助金提案
こうしたＲＳＧの問題点を克服するために，報告書はニーズ要素と財源
要素を一体化した統合補助金を提案した。報告書は，統合補助金がもとも
とは環境省の提案であることを明らかにした上で，２つの形態の統合補助
金をとりうるとする（Ibjd.，pp232-33)｡第１の形態は，＜地方当局の支
出ニーズ評価１V)＞とく全国共通地方税率『に基づく地方税収＞の差額と
して定義される。すなわち地方当局ｊが受取る補助金額は，Ｇ＝ｊＶｉ－Ｂｊｒ
となる。図４を使うと，標準課税ベースの代わりに共通地方税率『を設
定すれば，この形態の統合補助金となる。すなわち，それを，Ｂ当局の最
低支出ニーズ水準を満たす税率70ペンス（ＩＤにとれば，ＲＳＧは，より
低い補助金総額で完全均等化を達成しうる。ただし，この場合，地方当局
の実際の支出額が支出ニーズ評価額と食違っても，さしあたりの補助金配
分額は変化しない。
第２の形態は，地方当局ｊの実際の支出図に対して支払われる形をと
る｡それを式で表すと,G=ル鳥川となる｡この配分式の含意する
ところは，地方支出の増加（減少）に対して，支出と同じ変化率で地方税
率を増加（減少）させてゆく点にある。この形態の統合補助金は，全地方
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図６Ｂ当局に対する統合補助金の配分メカニズム
当局に対して，同じ地方税率の上昇（減少）率で同じサービス水準の上昇
（減少）率を達成させることによって，異なる地域間の個人納税者の負担
の公平を図ることを目的にしているのである。図６は,/をＴｌ（30ペンス）
とした場合のＢ当局について，この関係を表わしている。
さらに報告書は，補助金総額を制限しようとする時には，支出ニーズ評
価額以上の支出に対して補助率が削減されてゆく補助金制度をとりうると
している（１６Ｍ，ｐ、465)。これを補助金の配分式に表わすと，Ｇ＝Ｅｉ－
』景川となる｡jviを,地方当局`について評価された標準支出
（assessedstandardexpenditure）に読糸かえると，この式は，サッチ
ャーによって1981/82年以降（イングランドとウェールズで）実施された
ブロック補助金と同一のものになる(3)。すなわち，①政府は，その年の地
方財政支出を抑制するために,その伸び率の上限を烏の一定値肋そ
れを閾値（threshold）として設定し，②地方当局ｊが，政府の設定した閾
値以上に超過して支出した場合，定数スを１以上とし，支給される補助金
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額を逓減させてゆく仕組糸となっている(4)。
レイフィールド委員会は，以上のような統合補助金案が，地方支出ニー
ズの評価について中央政府が責任を持つところでは，中央集権的システム
となることを認めつつも，地方責任型のアプローチに従うならば，一定の
利点があるとして提案したのである。その趣旨を筆者なりに敷桁すると，
次のようにたるであろう。
まず第１に，地方所得税の導入とレイト評価の資本価値評価への転換に
よって，統合補助金の配分の基礎となる課税ベースを，歪糸の多いレイト
課税評価額から個人所得に転換する。したがって地域間の所得分配が負担
の公平の基準となる。さらにくこ層の地方政府制度の課税委託に伴う補助
金配分先の錯綜した関係＞とくロンドンの特別優遇措置＞を，全支出当局
に対して直接的に補助金を支払うように改めることによって克服し，地域
間と個人（納税者）間の両方を透明化する形で，誰の目にも，地方当局の
責任の下に決定されたくサービス支出水準＞とく税率（個人の税負担)＞
の対応関係が解るようにする。これらの措置は，地域間＝個人間の平等化
と地方財政責任制を実現する前提条件となる。
第２に，財源要素とニーズ要素を分離して計算するために生じた様々な
配分上の歪承，すなわち，①財源要素の部分均等化，②ニーズ要素の追加
的供給による富裕団体の地方税率引下げ効果，③補助金配分における累積
効果，フィードバック効果などを，統合補助金によってかなり克服しうる。
しかも，より少ない補助金総額で完全均等化を達成しうる。＜より高い支
出ニーズとより高い課税ベースを持つ地方当局＞とくより低い支出ニーズ
とより低い課税ベースを持つ地方当局＞を等しい地位におくことができ，
今までのＲＳＧよりも，両者に対する補助金支給額を削減しうるからであ
る。
しかし第３に，統合補助金制度では，支出ニーズ評価の客観性がより一
層重要な位置を占めることになるが，現在の支出ニーズ評価に代替する方
法が見出せないため，統合補助金でもフィードバック効果は起りうる。し
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かし，その点に対しては，支出ニーズ評価額を越える超過支出に対して，
逓減的な補助率を採用する可能性が残されている。
第４に，地方所得税の導入による自主財源の拡大によって，地方当局は，
中央財源と地方財源のバランスを選択する余地を拡大する。依然，中央政
府は，支出ニーズ評価と標準地方税率の操作によって，「望ましい」支出水
準と課税水準を誘導しうるが，自主財源の拡大によって，その影響は相対
的に緩和されると考えられる。この点を踏まえると，レイフィールド委員
会において，統合補助金化による補助金総額の圧縮は，後に見る1977年緑
書『地方財政」やサッチャー政権下のブロック補助金と異なって，必ずし
も公共支出統制一地方支出削減という文脈だけで考えられていないことに
注意する必要があろう。
では，このような内容を持つレイフィールド委員会の報告書に対して，
労働党政府はいかなる対応をしたのであろうか。つぎに，補助金改革を中
心にして，翌77年に出された緑書『地方財政」の内容に立入って検討して
ふよう。
４．緑書「地方財政」と補助金改革の挫折
まず緑書『地方財政』は，レイフィールド委員会報告が中央責任型と地
方責任型のどちらのシステムをとるのかという基本的選択をせまったのに
対して，そのような二者択一は意味がないとして退けた。緑書は，①極め
て短期間にも全国的な経済的社会的プライオリティは変更され，それに応
じて中央・地方の政府間関係も変化しており，②したがって中央・地方の
責任の公式的再定義は，新しい状況に対する柔軟性と迅速性の有利さを欠
く恐れがあるとして，中央。地方の責任の明確化は望ましいが，地方財政
問題を解決する基礎とはならないと主張したのである（ＤＯＥ［1977ａ］pp
4-5)。その上で，緑書は，現在の地方財政制度の改革課題として，次の４
つの原則の実現をあげている。
①支出統制（expenditurecontrol）：中央政府は，地方支出総額に対
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して，より効果的な影響力を行使しうることを必要としている。
②公平（equity）：レイト納税者は，どこに住んでいようと同じサー
ビス水準に対して同じポンド当たり税率を支払うべきである。
③財政責任制（accountability）：地方選挙民は，地方支出の決定を
評価し,地方当局にその責任を求めるよりよい方法を持つべきである。
④政策コントロール（policycontrol）：政府は，いくつかのサービ
スにおいて，特定の政策を促進する追加的財政権限を持つ必要がある
（IZM，Ｐ，５)。
すなわち，レイフィールド委員会以降の公共支出統制政策の強化を反映
して，緑書は，第１に，レイフィールド委員会が勧告した地方分権型シス
テムの採用を拒否して，公共支出統制政策に第一義的プライオリティを置
き，第２に，その枠内において同委員会が提起した公平と地方財政責任制
の実現を図ろうとしたと考えてよいであろう。
では緑書は，レイフィールド委員会の具体的改革案に対して，どのよう
な解答を示したのであろうか。緑書は，まず第１に，レイフィールド委員
会が提案した地方所得税の導入を拒否し，レイト課税の評価ベースとして
資本価値（capitalvaluation）を採用するという提案だけを部分的に受
け入れた。第２に，委員会の勧告を基本的に受入れて，現行ＲＳＧの統合
補助金への改組を提案した。第３に，資本支出に関して，①地方の資本支
出総額を公共支出計画と一致させ，②サービス間のバランスを確保し，③
サービス供給における合理的な基準の統一性を確保するために，政府の影
響力行使の必要性を主張する一方で，不必要に詳細な統制を避け地方の裁
量権を一定保障するために，これまでのプロジェクト（事業計画）毎の統
制を改めプログラム（支出項目）毎に認可する方式に変更することを提案
した。第４に，支出の効率化を促進するために，委員会同様，地方支出に
対する監査制度の改善を提案した。以上が緑書の提案の概要であるが，よ
り重要と思われる最初の２点について少し詳しく見て承よう。
まず緑書は，地方財政責任制を高めるために地方自主税源を強化せねば
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ならないというレイフィールド委員会の基本的立場を否定した。国庫補助
金の大部分は使途の特定されないブロック補助金であり，地方当局は法律
の枠内で自らの支出プライオリティ決定について自由裁量権を行使しうる
以上，地方自主税源の低位と補助金依存度の高さは決して地方財政責任制
の減少を意味しないとする（肋Ｍ，ｐＰｌＯ－１１＆ｐ、１８)。
こうした立場を前提にして，緑書は，地方所得税導入案に関して次のよ
うな難点をあげる。すなわち第１に，中央政府の経済的財政運営を不当に
複雑化しないためには，地方所得税の税率変更に関する地方政府の裁量権
は制限されねばならなくなる。第２に，富裕地域と貧困地域の間で税収の
均等化（再配分）が必要となる。第３に，所得税は源泉徴収制度をとるた
め,地方選挙民はその負担を自覚的に知ることができるかどうか疑わしく，
地方財政責任制を必ずしも促進するとは限らないとする（Ibjd.，ｐｌ８)。
さらに緑書は，補助金配分の基礎となる課税ベースの測定単位に個人所
得を採用するというレイフィールド委員会の提案にも数多くの欠陥がある
と指摘する（Ibid.，ｐｌＯ)･第１に，各地方当局のカヴァーする地域の個
人所得に関するデータを収集することは行政的に著しく困難である。第２
に,地方所得税は代替税源でなく新税源として導入されるため,レイトとの
併存状態が発生する。そのためレイト納税者は，当該地方当局の支出水準
とポンド当たり税率との間の対応関係を理解することは一層困難になる。
さらに他当局との比較もできない。第３に，補助金配分の際，各地方当局
の個人所得総額だけが考慮されるため，総計所得が平均以上の地域に住ん
でいながら平均所得以下であるレイト納税者に対して，補助金はレイト負
担を増加させる効果を持つ。他方それは，総計所得が平均以下の地域に住
んでいながら，平均所得以上であるレイト納税者のレイト負担を減少させ
る効果を持つ。これらの影響を受けるレイト納税者は全体の，/3以上に及
ぶ｡それは個人所得を基準にして平等化を図るというレイフィールド委員
会の趣旨にも反する。こうした理由をあげて，緑書は地方所得税の導入を
拒否したのである。
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結局，レイフィールド委員会の地方税制改革案の中，緑書が採用したの
はレイト課税評価を資本価値に改めるという点だけであった。しかし，そ
の際にも，いくつかの留保がつけられた。すなわち①非居住用資産につい
ては，資本価値評価が難しいため賃貸価格ペースのままとし，住宅用資産
の糸に適用することとする。資本価値評価ベースの住宅用資産と賃貸価格
評価ベースの非居住用資産との間は，両者の相対的負担比を示す除数によ
って調整される。②再評価は５年毎に定期的に行なう。したがって新評価
システムは次の再評価の年である1982/3年に導入される。③しかし，その
際，住宅用資産の資本価値評価によって引き起こされる地域間個人間のレ
イト負担配分の変動に対する緩和措置がとられる。さらに，④レイフィー
ルド委員会の農地・農業用建物のレイト再課税提案は，食糧価格への影響
等の理由をあげて拒否する一方，中小企業に対する救済措置案（レイト分
割払い選択制・住宅と事業用資産を共用している場合の住宅レイトの軽減
等）は受け入れた（IbjcL，ｐｐ、18-20)。
つぎに補助金改革について見ると，前述のように緑書は，この点ではレ
イフィールド委員会の勧告を基本的に受入れている。しかし，その統合補
助金提案は，先に見たレイフィールド委員会報告書の案と環境省案の中間
をとった形態となっており，報告書の案より支出統制的色彩を帯びたもの
になっていると考えられる。その内容を緑書にしたがって見ると，住宅レ
イト軽減要素を除いて，総合補助金は２つの部分から構成されている。ま
ず第１の部分は，ｊ地方当局に対して「その支出ニーズ評価額ZVuと「自
らのレイト課税評価額に標準ポンド当たり税率を乗じてえられる基準収入
額Ｂｉf」の差額が支給される。したがってｊ地方当局が受取るこの部分の
補助金額は，ｊＭ－Ｂｉｔとなる。この部分はレイフィールド委員会の提案し
た統合補助金の第１形態と同じである。すなわち，もしノ地方当局が標準
ポンド当たり税率を課せば，他の同様の地方当局に匹敵する標準的サービ
ス水準の供給を保障される形となっている（IbM，ｐ、２８)。
第２の部分は，ｊ地方当局が支出ニーズ評価額を上回って支出をした場
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合に，その超過支出分に適用される配分方法である。緑書は，この超過支
出部分に対しては削減された補助率を適用し，ｊ地方当局が，より高い比
率のレイトで賄わねばならないようにする（IDは，ｐｐ､28-29)。これを記
号を使って表現すると，ｊ地方当局が受取るこの部分の補助金額は,ＫＥｉ－
Ｂｉｔになるだろう。ここでは，Ｋ＝几(Ei-lVi)/lViであり，几＜１となる。
全体をまとめると，ｊ地方当局が受ける補助金総額は，Ｇ＝QVi-Bif)＋
(Ｋｎ－Ｂｉｆ）となる。ここでは，本章の注(4)で示したもともとの環境省案
に存在した「超過支出に対するプールされた超過税率案」という難点，す
なわち地方当局間の水平的財源再配分が回避された形になっている。しか
し明らかに，これは，レイフィールド委員会案中の「逓減率スをつけた第
２形態」よりも厳しい支出統制を課している。先に糸たように，活減率つ
ぎ第２形態では，少なくとも閾値までは，支出増加率に見合った補助金の
増加率が保障されていたからである（もっとも，この第２形態でも閾値を
器=]とおけば結果はほぼ同じになるが)。
このように緑書の統合補助金案は，より強い支出統制的色彩をもってい
た。緑書自身，この逓減率の採用が，各地方当局に支出ニーズ評価額に従
わせてゆくインセンティヴを与え，支出ニーズ評価額は，各地方当局に対
する支出ガイドラインになると述べているのである（〃Ｍ,ｐ､７＆p28)。
緑書は，他の手段と比較して，次のように統合補助金が支出統制手段とし
て優れていると主張する。すなわち，①キャッシュ・リミットによる地方
支出の直接的統制や②レイト税率増加の上限の設定（サッチャーのrate‐
cappingと同じ政策）という直接的統制手段は，地方自治を著しく傷つけ
る。他方，現行ＲＳＧによって補助金総額の削減を行なっても，地方支出
総額中の中央政府支出のシェアを引下げることはできるが，その削減は，
政府の政策ガイダンスに従っているか否かにかかわりなく，また地域の多
様な状況にかかわりなく，全ての地方当局に無差別に及ぶことになってし
まう（〃Ｍ,ｐ８)。緑書は，こうした弱点を解決する手段として逓減率つ
ぎの統合補助金を提案したのである。それは，①支出ニーズ評価額を支出
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ガイドラインとして明示し，政府の全国的政策的インプリケーションに従
うように，地方当局にインセンティヴを与えながら，②地方当局には総支
出予算と支出のプライオリティを決定する自由が与えられるだけでなく，
支出ガイドラインを越えて支出する自由も与えられている。しかし支出ガ
イドライン以上に支出する当局は，その超過支出に対する補助率は削減さ
れ，レイト税率の引上げを余儀なくされる。こうすることで，レイト納税
者に対する地方財政責任制と地方支出統制政策の両立が可能であるとした
のである。
しかし実際には，この統合補助金は実現されなかった。緑書の提案を実
現するためには，当初から処理せねばならない大きな問題があったからで
ある。第１に，前述のように，現状の税負担の歪承を解決するためにレイ
ト課税評価額を資本価値ベースに転換することが前提とされたが，この転
換は５年後の1982/3年に先送りにされ，負担の急激な変動に伴う緩和措置
についても検討を継続すると述べるにとどまった（16Ｍ,ｐ､１９)。第２に，
緑書もレイフィールド委員会同様，支出ニーズ評価の客観的方法を見出せ
なかった。委員会が検討を提案した単位費用測定について作業を行なって
いることを明らかにしながらも，緑書は，「ニーズ評価の全体的で客観的
な方法はありえないことが認められるべきである。全ての可能な方法は，
ある段階で判断を含む」（ルノ｡.，ｐ３０）と述べ，結局，地方自治体協会
（LocalAuthorityAssociations）と協議した上で，さらにこの代替案
の徹底的再検討の後に実施されるべきであるとして，ここでも問題を先送
りにしてしまったのである。
以上糸たように，緑書『地方財政」は，レイフィールド委員会の地方所
得税導入案を拒否しつつ，統合補助金案のみを実現するように勧告したも
のの，結局それさえも実現されずに終わったのである。
5．ＲＳＧの制度的歪みの拡大
レイフィールド委員会勧告と緑書『地方財政」が指摘したＲＳＧ制度の
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表２７補助金総額関連支出に課せられたキャッシュ・リミット
（単位：1978年調査価格）
認Ｉ寡:ごIijN謡j寡;:)ijI蝿鍔篝 価格の変化（％） 
1976/7年
1977/8年
1978/9年
1979/8年
1980/1年
７０２ 
７０６ 
５８１ 
４４３ 
１，２５８ 
６５５ 
６６７ 
６２７ 
６７３ 
１，２２７ 
２
４
９
２
９
 
●
●
●
●
●
 
５
５
４
５
９
 
５
７
６
８
９
 
●
●
●
●
●
 
５
０
９
８
４
 
１
１
 
１
 
[出所］Bennett，ＲＪ．［1982］ｐ､７３より作成
欠陥は結局放置されたまま，ＲＳＧは地方支出統制の手段に転化していっ
た。1975/6年以降，各地方当局の支出見積は，公共支出調査（PublicEx‐
penditureSurvey；ＰESC）を通じて関連支出の作成ベースとなり，ＲＳＧ
もそれをコントロールする手段として公共支出計画に組込まれていっ
た(`)。少なくとも，それ以前は，地方歳出予算を中央政府の支出計画に統
合する試承はほとんど行なわれず，支出見積額(estimates)は，厳密な精
査なしに達成される見通し額にすぎなかった。さらに前述のように1976/７
年度以降，ＲＳＧ自体がキャッシュ・リミットの対象となった。そのため
RSGの制度的歪承は一層拡大されていった。
第１に，表27が示すように，補助金関連支出に課されたキャッシュ・リ
ミットは実質値で急速に削減されていった。1976/7年度には約７億ポンド
であったが，1979/80年度には４億4,300万ポンドにまで削減されていっ
た。しかも，関連支出に対する増加許容度は物価上昇率をはるかに下回っ
た。さらに同じく1978年調査価格でデフレートされた表28から，関連支出
に占める補助金比率を見ると，1975/6年度には66.5％であったのが，キャ
ッシュ・リミットが導入された1976/7年度以降急速に低下し，1979/80年
度には58.1％までに落ち込んだ。この補助率削減によって地方の経常支出
抑制が図られていったのである。ＩＭＦ危機に伴う公共支出削減策が実施
された1976/7年度には，地方自治体の予算修正によって，計画支出水準を
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表２８関連支出（経常支出）に占める国庫補助金の比率
（イングランド・ウェールズ）
（単位：100万ポンド・1978年調査価格）
（１） 
関連支出
（２） 
国庫補助
金総額
（３） 
ＲＳＧ 
総額
特定
補助金
補充
補助金
②一山
③｜② (2) (2) ％
０
５
０
０
５
５
５
９
６
１
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
９
 
７
７
８
０
０
６
５
０
０
８
 
５
５
５
６
６
６
６
６
６
５
 
％
８
８
１
３
１
１
３
７
４
７
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
１
１
２
０
２
７
６
５
５
３
 
９
９
９
９
９
８
８
８
８
８
 
％
２
２
９
１
９
４
０
５
０
６
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
８
８
７
８
９
８
９
０
１
２
 
１
１
１
 
％ 
1970/71 
1971/72 
1972/73 
1973/74 
1974/75 
1975/76 
1976/77 
1977/78 
1978/79 
1979/8０ 
10,995 
11,319 
13,021 
12,914 
15,294 
17,877 
16,711 
15,326 
15,157 
16,３６４ 
６，２６９ 
６，５０９ 
７，５５１ 
７，７３６ 
9,978 
11,914 
10,659 
９，３３４ 
９，１８６ 
９，５１７ 
５，７５５ 
５，９７７ 
６，９５２ 
６，９８９ 
9,198 
10,384 
９，２０３ 
８，００９ 
７，８４４ 
７，９６６ 
４
 
０
５
７
８
６
７
 
●
●
●
●
●
●
 
０
４
４
３
３
３
 
[出所］１６Ｍ.，ｐ、７６より作成
表２９財源要素とニーズ要素の地域別配分
（イングランド）
（単位：％）
非都市地域｜都市地域｜ロンドン
1975/76 
1976/77 
1977/78 
1978/79 
1979/8０ 
29.4 
29.0 
30.1 
29.6 
29.6 
３
１
８
７
４
 
●
●
●
●
●
 
７
６
４
３
３
 
５
５
５
５
５
 
13.3 
14.9 
15.1 
16.7 
17.0 
[出所］Travers，Ｔ・［1986］ｐ、４８．
２～３％上回ったため，政府は，最終リミット段階で５，０００万ポンドの補
助金を撤回する措置をとった（表27)(6)。1977/８年度も同様な措置がとら
れた。補助金制度を使った地方財政支出の抑制は，けっしてサッチャー政
権期に始まったわけではないのである。
第２に，このようにＲＳＧ総額が削減されてゆく中で，表29が示すよう
に，ＲＳＧは1975年以降，大都市地域とりわけロンドンへ傾斜配分されて
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表３０ＲＳＧの各要素への配分比率
（イングランド・ウェールズ）
（単位：％）
艤曇卜｜財源要素｜ﾆｰｽﾞ要素
1970/71 
1971/72 
1972/73 
1973/74 
1974/75 
1975/76 
1976/77 
1977/78 
1978/79 
1979/8０ 
９
３
９
９
２
５
３
０
０
６
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
３
４
４
３
９
２
２
２
２
１
 
７
７
７
７
５
５
５
５
５
５
 
９
９
８
６
４
３
８
７
１
２
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
４
４
４
５
９
９
８
８
８
７
 
０
６
４
５
４
３
２
０
１
９
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
３
２
２
２
２
５
５
５
５
４
 
１
１
１
１
２
２
２
２
２
２
 
[出所］１６Ｍ，ｐ、２１４より作成
いった。そのため非都市地域の地方自治体からの抵抗が引き起こされてい
った(7)。しかも，これはＲＳＧに内在する制度的欠陥とともに中央政府の
裁量的操作によってもたらされたものであった。
①まず表30からわかるように，1974/5年度以降，住宅レイト軽減要素
の比率が倍増したが，それは均一率（Hatrate）による支払方法が維
持されたため，ノンメトロポリタン地域に比べてメトロポリタン地域
を優遇する結果を招いた。住宅レイト軽減要素はレイト課税評価額に
比例的に配分されたため，高いレイト課税評価額を持ち低いポンド当
たり税率を課している地域ほど有利であったからである。
②1974/5年度以降，財源要素の比率も倍増した。前述のように完全均
等化に近づけるために，標準課税ベースの人為的引上げを行なわざる
をえなかったからである。しかし,それでも完全均等化は実現できず，
ロンドンは有利なままとされた。先述のように，商工業資産の集中に
よってロンドンの住宅レイト課税評価額がかけ離れて高いため，住宅
への課税額を軽減するためにニーズ要素が使われて調整されたからで
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ある。さらに財源要素の累積効果によって支出増加が生じるが,補助金
総額を確定額(close-ended）に収束させてゆく調整過程で，課税ベー
スの低い農村地域は不利となり，見積りより高い税率を課す都市的地
方当局をより有利にしていった(8)。
③先述のように，1974年以降，過去の支出パターンを重回帰分析して
支出ニーズを評価する方法を用いるようになったため，フィードバッ
ク効果が生じた。
④さらに回帰分析の際，説明変数となるニーズ指標が，都市地域に有
利となるように選択された。表31は，ＲＳＧに使用されたニーズ指標
である。まず1974/5年度以降，社会サービス関連の指標が増やされて
いったが，言うまでもなくこれらは都市地域に有利に働いた。さらに
1974/5年度に導入された「特別加重」は南東部とウエスト・ミヅドラ
ンドに裁量的加重を加え，1977/8年以降の「労働コスト差」は，労働
コストの高いロンドンと南東部に有利に働くようにダミー変数の形で
加えられた(9)。
⑤このようなニーズ指標の裁量的選択に加えて，標準支出ニーズの設
定にも盗意的操作が行なわれた。先に見たように1974/5年以降，ニー
ズ要素補助金はlVi-1VPj(Ｐｊは/当局の人口）が配分の基礎となる
が，この補助金閾値となる標準支出ニーズ1Ｖが意図的に引上げられ
れば，農村部の支出ニーズの低い地方当局への配分は相対的に低くな
る。労働党政府は，1974年，1975年，1978年に，こうした措置をとっ
た('0)。
⑥1977年白書『インナー。シティ政策』は，ＲＳＧのニーズ要素がロ
ンドンと大都市地域に有利に配分されてきたことを認めた上で，さら
にインナー・シティ地域の再生のために補助金の重点配分をすること
を明確にしている。翌２年間，それは人口密度閾と他のニーズ指標へ
の加重を操作する形で行なわれた('1)。イギリスのインナー・シティ
問題は,アメリカなどと異なり，ロンドンのように依然として商業サー
表３１ＲＳＧ配分に使用されたニーズ指標（イングランド・ウェールズ） 四ｍ。
1966/７ 
までの一
般補助金 ､i二:川4,北MlwMlw7,小MlmM，
１．人口
総人口
人口減少
2．地域と人口密度
過密（高い人口密度)(1)
過疎（低い人口密度)(1)
道路マイル数
3．教育ニーズ
５歳以下の児童
生徒総数(2)
学校給食
保育園児
小学校生徒
中学校生徒
特殊学校生徒
直接補助金を受ける生徒
成人教育学生
4．社会サービス・ニーズ
６５歳以上の高齢者
要保護児童（childrenincare）
「○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
 
○
○
 ○ ○ 
○
○
 
○
○
 
' '。 ○○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ 
○ ○ ’ 
Ｉ。１人暮らしの年金受給年齢者対人社会サービス･ユニット(8)
過密住宅
専用アメニティの欠如
片親家庭
同居世帯
5．地域加重
高コスト都市地域
非都市過疎地域
特別地域加重
6．その他
前年のニーズ資格
被用老数
住宅着工
労働コスト差(4)
○ ○○
○
○
○
 
○
○
○
○
○
○
 
○
○
○
○
○
○
 
○
○
○
○
○
○
 
序胖川圧欝逵陣鶏代へ拙〕汎苦計琿寓
○’○ ○
○
 
○
○
 ○ ○ 
○｜： ○○○
 
○
○
○
 
○
○
○
 
Bennett，ＲＪ．［l982mpp、88-89.
(1)人口密度は，面積と閾（thresholds）に関する様々な定義の変更がなされている。
(2)生徒総数には，他の教育ニーズ変数の多くが含まれている。
(3)対人社会サービス・ユニットは，1974/5年についてカッコで示した範囲の変数が含まれている。
(4)特別地域加重と高コスト地域に関する指数は，1977/8年以降「労働コストの差」に吸収されている。
[出所］
[備考］
四ｍ桿
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ビス業資産が集中しているため，移民貧民が集中しながらレイト課税
評価額も高いという複雑な様相を呈しているため，ＲＳＧでは対応で
きず，アドホックな対応に追われるという結果をもたらしたのであ
る('2)。
第３に,このように中央政府の裁量的操作が加えられたために,ＲＳＧは，
①いまや地方当局間について支出ニーズ／地方財源比率で配分されている
とは言いがたく，②また複雑な操作によって地域間均等化と個人(納税者）
間均等化の対応関係も制度的に不透明化し，③地方支出と地方税率（レイ
ト負担）の対応関係も失われていった。つまり地方財政責任制の喪失が生
じたのである。
前述のような，①ＲＳＧにおける要素間配分比の裁量的決定，②住宅レ
イト軽減要素配分における均一率支払の選択，③標準課税ベースの意図的
引上げ，④ニーズ指標と加重の盗意的選択，⑤標準支出ニーズの盗意的引
上げ，⑥ニーズ要素配分におけるロンドンの特別処理といった問題に加え
て，次のようなＲＳＧの会計上の操作が加えられた。
まず財源要素の配分については，実際の各地方当局の支出水準と地方税
率が判明した後に，当初配分との誤差を調整せねばならなかったが，その
誤差が大きかったため，再調整のためにニーズ要素補助金に対する増分通
達（IncreaseOrder）を使わざるをえなくなった。これによって最終的な
各要素への配分は，「客観的」基準の下で得られるはずの配分比率と食違
うことになった。次にニーズ要素の配分についても，ニーズ指標をはじめ
として配分式が年々変更するため，支給額の急激な変化を避けるためにダ
ンピング補整がなされた。また補助金の大幅削減を被る地方当局を救済す
るために，ＲＳＧの一部をプールしたsafetyｎｅｔが導入された。これに
よって「客観的」配分基準はますます暖昧化した('3)。
以上見てきたように，公共支出統制政策の下で絶対額と補助率の削減を
余儀なくされてゆく中で，ＲＳＧは，大都市地域とくにロンドンへの傾斜
配分を強めていった。それは，中央政府の政治的裁量的判断に基づく様々
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な操作によって実行されたため，配分のための客観的な平等化基準を暖昧
にし，地方財政責任制を失わせていった。しかも，この裁量的判断に基づ
く盗意的傾斜配分は，保守・労働両党の政治的地盤の問題と重なりあった
ために，ＲＳＧの公平性・信頼性は著しく損なわれていった。いまやサッ
チャー政権によるブロック補助金の導入が，レイフィールド委員会の勧告
といかにずれながら，中央政府の地方財政統制を強めていったかを明らか
にするだけでは十分でない。ある意味では，労働党政府の下で作成された
緑書「地方財政」も，レイフィールド委員会の勧告とのズレを見せなが
ら，中央集権的支出統制政策の強化を打ち出していったからである。何よ
りも重要な点は，ＲＳＧに関する根本的改革がほどこされないままに，そ
の制度的矛盾と歪承が拡大していったために，もはやサッチャー政権なら
ずとも，どのような政権の下であれ根本的解決を要する段階にまで達して
いたという事実であろう。
では最後に，このような補助金制度（住宅補助金を含めて）の歪みの拡
大は,イギリス福祉国家との関係でどのような意味を持ったのであろうか。
この点に関する筆者の見解を述べてまとめに代えよう。
（１）報告書の概要については，Travers，Ｔ、［1986］chap、６；Hepworth，Ｎ，
Ｐ．［1980］ｃｈａＰｌ２；高橋誠［1982］116-17頁，徳江和雄［1990]，小林昭
［1983］等を参照。
（２）そのため報告書は，新政策や特殊なニーズは，当初，追加補助金（Addi‐
tionalGrants）として，基礎的ブロック補助金から分離して支給すること
を提案した（ＤＯＥ［1976］ｐ、223)。
（３）Bennett，ＲＪ．［1982］ｐ、３８．
（４）この案とレイフィールド委員会に環境省が提出した案とは若干異なってい
ることに注意する必要がある。環境省案は，Ｇ＝OVj-Bit)＋(ＫＥｉ－Ｂｉ/'）
で表わされる方式をとっている。そして定数Ｋ＝(Ｅｉ－Ｎｉ)/Ｎｉ，ノ'＝Ｋ２Ｅｊ
／Znである。つまり地方当局ｉが，その標準支出を越えて支出した超過支
出に対して適用される税率/'は,超過支出をした全地方当局の平均税率とな
っている。これは，超過支出をした全ての地方当局のプールされた税率であ
って，地方当局間の水平的再配分を意味している。地方税率の上昇によっ
て，補助金総額を高め，サービス費用を低下させてゆこうとする地方当局の
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ピヘイビアをチェックしようとするところに，この案の意図があることを示
している（ＤＯＥ［1976］Appendix7，ｐｐ､21-51；Bennett，ＲＪ．［1982］
ｐｐ､38-39)。
（５）公共支出計画の作成過程において，関連支出とＲＳＧが決定されてゆくプ
ロセスについては，ＤＯＥ［1976］ｐｐ，398-401；Bennett，ＲＪ．［1982］ｐｐ、
７ト75；Travers，Ｔ・［1986］ｐｐ､42-42を参照。
（６）Travers，Ｔ・［1986］ｐ､４２．なお実際には，当初意図された７億3,100万
ポンドは実現せず，増分通達で３億8,000万ポンドの追加補正がなされてい
る（Bennett，RJI1982］ｐ､７２)。また補充補助金の場合も，政府は，１９７７
年と79年にオックスフォードシャーやサウス・ヨークシャーのバス事業が認
可した補助基準を越えたために罰則を課している（Travers，Ｔ・［1986］ｐ、
５０)。
（７）ＪｂＭ，ｐ､４２＆ｐｐ､48-49. 
（８）Bennett,ＲＪ．［1982］ｐ､８５＆ｐｐ､193-94. 
（９）１６Ｍ，ｐ９９，ｐ､148＆ｐｐ､197-99． 
(10）１６Ｍ.，pp91-92． 
(11）ＤＯＥ［1977b］ｐ、１１；Bennett，ＲＪ．［1982］ｐｐ、９少101．
(12）この点に関しては，表28でわかるように，この時期に特定補助金の高まっ
たことにも注目しておく必要があるだろう。この特定補助金は，警察費がか
なりの比重をしめるが，同時に半分以上が，都市問題・都市再開発，移民対
策，公共空地荒廃地，スラム対策，雇用保護など大都市問題（インナー・シ
ティ問題）に関連するものであったからである。しかも，それは一般財源保
障ではなく，中央政府の特定プロジェクト認可に際して，かなりの裁量的判
断を伴うものであった。
(13）IML，ｐｐ.，９５－９８． 
Ｖ･おわりに－福祉国家と社会サービス供給の｢公平｣基準一
内容をどう把握するのかという問題をひとまずさておけば,｢公平化」あ
るいは「平等化」が福祉国家のキー・コンセプトになってきたことは疑い
ない。では，この「公平化」ないし「平等化」という観点から見て，１９７０
年代後半の地方財政問題はどのような特質を持っていたのであろうか。も
ちろん福祉国家における「公平」・「平等」といっても，改めて「公平」と
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「効率｣，あるいは「機会均等」と「結果の平等」といった一般的問題をこ
こで論じようというのではない。ここでは，ルグランドが，社会サービス
に対する公共支出の配分を評価するために用いた５つの平等化基準(1)を手
がかりにして，それを地域的均等化という次元に置き換えて，福祉国家の
あり方を問題にする。その際ことわっておかねばならない点は，ルグラン
ドの場合は，個別社会サービスへの公共支出が貧者より富者に対して有利
に配分されていることを明らかにするために，この５つの平等化基準を用
いたが，筆者は，むしろ①この５つの平等化基準が同時的に成立しえなく
なった背景と②そのために地方財政制度（とりわけ補助金制度）がシステ
ムとして，どのような形で機能不全に陥ったかという点を明らかにするこ
とが重要であると考えている。
さて５つの平等化基準とは，①公共支出の平等（equalityofpublic
expenditure),②利用の平等(equalityofuse)，③費用の平等（equality
ofcost)，④最終所得の平等（equalityoffinalincome)，⑤結果の平等
（equalityofoutcome）の５つである。①の公共支出の平等は，特定の
社会サービス供給に対する公共支出の配分が，全ての関連する諸個人間・
受給資格者集団（clientgroups）間で平等でなければならないという基
準である。前述のような持家購入者と公営住宅借家人に対する公的助成の
平等的配分などはその典型的な例である。②の利用の平等は，全ての関連
する諸個人によって利用されるサービス量が平等でなければならないとい
う基準である。換言すると，それは等しいニーズは等しい扱いを受けるべ
きであるということを意味する。例えば，同じ病状の者は同じ治療が受け
られるべきであるということであり，あるいはどこに住んでいてもどのよ
うな社会カテゴリー（階級・人種・性など）に属していても平均して同じ
教育量を受けることができるといったことである。③の費用の平等は，全
ての関連する諸個人は，利用サービスについて単位あたり同じ費用負担を
負うべきであるという基準である。④の最終所得の平等は，言うまでもな
く公的な貨幣給付・現物給付は所得再配分的になされねばならないという
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基準である。⑤の結果の平等は，④より概念が少し広い。「結果」には，
例えば，医療衛生の場合なら個人の健康状態，住宅の場合なら個人の居住
条件，教育の場合なら教育から生じた熟練とその結果得られる超過所得と
いったものも含まれる。しかし費用便益分析と同様に「便益」の定義と計
量的測定の困難が生ずるため，ここでは除外して考えざるをえない。こう
して見ると，①～③はほぼ「機会の均等」に対応し，④⑤は｢結果の平等」
にあたることがわかる。しかし，社会サービスの場合，それ自体，低所得
者やハンディキャップをもった者を対象としている場合が多く，①～③は
同時に「結果の平等」を意味したり，④⑤は同時に「機会の均等」を意味
することがある。また財政政策上でふると，「①～③」と「④⑤」が同時
に成立しない場合だけでなく，①～③も互いに同時に成立しないことがあ
りうることに注意しなければならない。
では，この５つ（実際には４つ）の基準と対照させつつＲＳＧを見ると，
それはどのような性格をもった制度であったといえるだろうか。前述のよ
うに，ＲＳＧの配分方法は，Ｇ＝(Ｂ－Ｂｉ)r＋(lVl-1V)B/で表わすことが
できる。この式に基づいて見ると，第１に，右辺第２項は，／地方当局の
支出ニーズ評価額が平均支出ニーズ額を上回る部分について基準収入を保
障することによって，④の「費用の平等」に配慮しつつ，②の「利用の平
等」を満たそうとするものであった。第２に，右辺第１項は，ニーズ要素
補助金を上回る部分について，課税ベースの不足分を標準ポンド当たり税
率でカヴァーするものであった。つまり同じ支出増加に対しては同じ地方
税率の上昇が生ずるようにして，③の「費用の平等」を達成しようとした
のである。このようにＲＳＧは，全体として，地方当局間で最低限のニー
ズの均等化（ミニマム基準の達成）を図りつつ，同時にそれ以上のサービ
ス水準の向上＝支出増加に対しても，等しい納税者の費用＝負担増加を保
障しようとした。そして，このことによって同じ状態にある人犬は，どの
ような地域に住んでいようと，等しい扱いをするという原則の実現が目指
されたのである。これは，1959年にマスグレイヴが主張した一般補助金の
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考え方と一致しており(2)，地方自治（地方裁量権）を尊重しつつ，ナショ
ナル・ミニマム基準を達成しようとした1960年代以降のイギリス福祉国家
の枠組糸を背景に成立してきたと考えられる。
しかし，こうしたシステムがよりよく機能するためには，いくつかの前
提条件が存在する。それは，第１に，基礎的社会サービスの絶対的不足が
存在する「インフラストラクチュア国家(8)」であるために，比較的容易に
ニーズを評価できミニマム基準の設定が可能であること，第２に，費用負
担の公平を図る際に，課税ベースの客観性が保障され，著しい地域間格差
が生じていないこと，第３に，経済が適度に成長して税負担増加が緩和さ
れ，支出増加に対して寛大なコンセンサスが形成されていること，である。
これらの条件が失われると，前述のような一般補助金のシステムは機能不
全に陥り，いずれの平等化基準も満たしえなくなる。まさにオイル゜ショ
ック以降のＲＳＧの抱えた諸困難は，ネガティヴに特徴づければ，こうし
た性格のものであった。
まず第１に，利用あるいはニーズにおける平等化の客観的基準の喪失の
問題から見てゆこう。もし道路。上下水道・住宅・教育といった基礎的社
会サービスが絶対的不足状態にあり，その充足が目標になる「インフラス
トラクチュア国家」あれば，比較的容易にニーズ評価ができ，ナショナ
ル・ミニマム基準も設定しやすい。これらの相対的に画一的なサービスの
ニーズを評価するには，人口・面積。道路のマイル数といった比較的単純
な潜在的ニーズ指標によって代替可能であるからである。事実，1958年か
ら1966年までの一般補助金や1967年から1973年までのＲＳＧにおけるニー
ズ指標は，こうした指標であった（表31参照)。
しかし住宅政策について見たように，基礎的社会サービスの絶対的不足
が「解消」し，あるいはＩで承たように，所得の上昇に伴う中間層の「期
待上昇革命」によってニーズが多様化し，また新たなサービスの需要水準
が発生すると，価値財ないし準公共財と呼ばれる分野において，公と私の
役割分担の不分明化が拡大してゆかざるをえない。そのためニーズの範囲
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屯質も評価が難しくなり，したがってミニマム基準の設定も著しく困難と
ならざるをえない。結局そのために，前述のようにＲＳＧも住宅助成金も
過去の支出パターンによって評価せねばならなくなり，それがフィードバ
ック効果を生んでいった。ミニマム基準の設定と地方自治（地方裁量権）
によるサービス水準の向上の循環は崩れ，地方自治（地方裁量権）が，か
えって補助金配分の不公平を拡大してゆくメカニズムに転化していったの
である。そしてインフレーションは，こうした傾向を加速していった。
第２に，第１の問題との関連で，インナー・シティ問題とりわけ移民社
会の出現が，福祉国家の平等理念を大きく動揺させた点をあげておかねば
ならない。従来の福祉国家における平等は，社会階級・階層間の格差是正
＝「同質化」あるいは都市と農村における不均衡の是正＝「同質化」を目
指してきた。ある意味では，福祉国家における「平等化」は，「異質性」を
「同質化」させてゆくことを目標にしてきたと言ってよいであろう。しか
しインナー・シティ問題と移民社会の出現は，こうした前提を大きく動揺
させてしまった。彼らの分断的集住と差別は，社会問題の特定地域への集
積をもたらす。もはやホワイトと同量のサービス供給では「機会均等」も
「結果の平等」も達成しうる保障はなく，しかも「異質性」との共存を図
るためには，次第に「異質」なサービス（｢母国語」教育や彼らのアイデン
ティティを保障する様犬な社会サービス）などが求められてくる。もはや，
「全国民」に共通なミニマム基準の設定は不可能となり，「同質化」をめ
ざした平等化戦略は壁に突き当らざるをえない。仮にティポーの「足によ
る投票(4)」が働くようにシステムを改革したとしても，それは地域間分断
を構造化する方向にしか機能しない可能性がある。ミドル達も，税負担を
回避するとともに，自らの階層的利害と生活スタイルを保存してくれる社
会サービスを求めて集住する傾向を持つからである(5)。もちろん財政負担
よりも差別や教育住宅といった社会サービスの「質」の方が重要な原因で
ある可能性が高い。そうであれば，インナー・シティ地域に対する高い支
出ニーズ評価についても補助金の重点配分についても，ミドル達からコン
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センサスを得ることは困難となる。それが，地方自治体間における税負担
の「水平的」再配分を伴うものであれば，なおさらである。
しかも前述したように，イギリスのインナー・シティ問題は一層複雑な
様相を帯びている。大都市とりわけロンドンのインナー・シティは，他地
域に比べてレイト課税評価額が飛抜けて高いままであるために，従来の都
市と農村の地域経済的不均等を処理すればすんだ制度は，もはや有効性を
失ってゆかざるをえなくなったからである。これが「異質性」を抱え込ん
だ現代イギリス福祉国家のもう１つの現実である。
第３に，「費用の平等」という点でも，ＲＳＧは，平等化の基礎となるべ
き課税ベースの客観性の喪失という困難に突き当たった。まず前述のよう
に，レイト課税評価額の再評価はほとんど実施されないまま，①オイル・
ショック，②1974年の地方政府再編成，③地方税率引上げと補助金の累積
効果によって，レイト課税評価額もレイト税率も地域間で大きな格差がで
きてしまった。それゆえ「費用の平等」を保障すべき基盤は失われてしま
った。たとえサービス供給者（地方当局）の費用均等化が達成されたとし
ても，それは納税者間の費用均等化とは著しく乖離したものとならざるを
えない。
こうした事態に対して，前述のように，レイフィールド委員会はレイト
課税評価額の資本価値ベースへの転換と地方所得税の導入を提案した。し
かし前者は，帰属家賃評価とともに実現可能性が低く，また後者に関して
も，緑書『地方財政」が指摘したように，①タックス・ジャングルと税率
の規制，②地域毎のデータ収集の困難性，③レイトとの併存に伴う新たな
地域間不平等の発生，④源泉徴収制度に伴う地方財政責任制の希薄化など
の問題が生ずる。さらに地方所得税の比率が高まれば，逆に「足による投
票」によってインナー・シティ問題の深刻化が生ずる可能性も出てくる。
ある意味でサッチャーによるコミュニティ・チャージの導入は，最もシン
プルな利益課税によって，この問題を「解決」しようとしたものであると
考えられる。しかし，それは，④の所得配分上の平等を著しく侵すもので
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あった。このように，「費用の平等」の基準となるべき課税ベースも，客
観性を喪失する状況が作り出されてしまったのである。
最後に，特定サービスに対する補助金問題とからめて，①の「公共支出
の平等」と④の「最終所得の平等」についてふれておこう。まず前述の住
宅の例をとっても明らかなように，住宅助成金もモーゲヅジ利子減税制度
も④の「最終所得の平等」の基準を満たしていなかった。それは，基礎的
社会サービスが絶対的に不足している下で，同時に中間層の「期待上昇革
命」が生じている限りにおいて，許容されてきたにすぎない。これに対し
て，緑書「住宅政策」が提示した受給資格者集団間における「公共支出の
平等」も，前述のように実は比較の客観的基礎を欠いているために，②～
⑤の平等化の基準を満たしたことにはならない。
さらに基礎的社会サービスの絶対的不足が一定解消すると，これらのサ
ービスに対する公的供給と公的規制の範囲はナイーヴになり，その境界の
設定とミニマム基準の決定は困難となる。住宅と同様の問題は，私立学校
と公立学校，開業医と公立病院，老人ホームと在宅ケアなどでも生じる。
受給資格者集団間における公共支出のバランスは，政治的配慮の下になさ
れることはあっても，全納税者のコンセンサスを得ることは益々難しくな
ってゆく。公的助成を受ける受給資格者集団間における｢公共支出の平等」
だけでなく，納税者全体の「費用の平等」とが絶えず比較較量されざるを
えなくなるからである。効率性を重視すべきか所得再配分上の平等を重視
すべきかは，益を，政治的価値判断の問題に依存せざるをえなくなってゆ
くのである。
これまで述べてきたように，ＩＭＦ危機を契機とする公共支出統制政策
の出現によって，イギリス福祉国家の基盤は大きく揺さぶられた。しかし
イギリス福祉国家の動揺の原因を，単にケインズ主義的政策の後退とバッ
ケリズム（Butskellism)の崩壊に求めるだけでは明らかに不十分である。
むしろ，その基底において，ミニマム基準の保障と地方的裁量権に基づい
てサービス水準を向上させてゆく従来の制度では，もはや公共支出配分に
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おける平等化の諸基準を充足しえず，またそれを満たす新たな諸制度も実
現しえない状況が作り出されたことこそが重視されねばならない。1970年
代以降のインフレーションの進行に伴う公共支出の急速な拡大とその後の
急激な削減過程は，それを一層深刻化させ，従来の制度を崩壊に追い込ん
でいったと考えられよう。
（１）LeGrand，Ｊ，［1982］ppl4-15． 
（２）Musgrave，ＲＡ．［1959］ｐｐ，182-83（邦訳，Ⅲ，274-77頁)。
（３）Duncan，Ｓ，＆Goodwin，Ｍ、［1988］ｐ、９８．
（４）Tiebou，Ｃ［1956]． 
（５）Musgrave，ＲＡ＆Ｐ.Ｂ［1980］ｐｐ．（邦訳，Ⅲ，636-37頁)。
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